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これまでの行財政計画における財政健全化に向けた取組状況  

（平成８年度以降） 
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※ これまでの財政健全化に向けた取組みを中心にまとめた資料となっています。 
※ 過去に策定された行財政計画の取組内容や実績（効果額）などについて、各計画でまとめ方が異なる場合があるため、本資料は、各計画 
  に記載されている類似（共通）の取組内容や実績（効果額）などを比較し易いように整理したものとなっています。（平成 26年度まで。 

平成 27年度以降は取組額の考え方が異なるため、区別してとりまとめています。） 
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１ 行財政計画の策定状況 
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１ 行 財 政 計 画 の 策 定 状 況 
  

 
（平成７年度） 

○ 平成 ８年 １月 行政改革大綱（H7～H9） 
（平成８年度） 

○ 平成 ８年 ８月 財政健全化方策（案）（H9～H11） 
○ 平成 ９年 ３月 行政改革推進計画（平成９年度版） 

（平成９年度） 
○ 平成１０年 ３月 行政改革推進計画（平成１０年度版） 

（平成１０年度） 
○ 平成１０年 ９月 財政再建プログラム（案）（H11～概ね 10年間） 

※緊急対策期間 H11～H13、構造改革期間 H14以降 
○ 平成１１年 ３月 行政改革推進計画（平成１１年度版） 

（平成１１年度） 
○ 平成１２年 ３月 行政改革推進計画（平成１２年度版） 

（平成１２年度） 
○ 平成１３年 ３月 行財政改革レポート（平成１３年度計画を記載） 

（平成１３年度） 
○ 平成１３年 ９月 行財政計画（案）（H14～H23） 

※集中取組期間 H14～H16 
○ 平成１４年 ２月 行財政計画（案）改革工程表 

（平成１４年度） 
○ 平成１４年 ９月 行財政計画（案）進捗状況 
○ 平成１５年 ２月 行財政計画（案）進捗状況 

（平成１５年度） 
○ 平成１５年 ９月 行財政計画（案）進捗状況 
○ 平成１６年 ２月 行財政計画（案）進捗状況 

（平成１６年度） 
○ 平成１６年１１月 行財政計画（案）改定版（H17～H23） 
           ※緊急取組期間 H17～H19 
○ 平成１７年 ２月 行財政計画（案）改革工程表 

 

 
（平成１７年度） 

○ 平成１８年 ２月 行財政計画（案）改革工程表 
（平成１８年度） 

○ 平成１８年１１月 行財政改革プログラム（案）（H19～H23） 
○ 平成１９年 ２月 行財政改革プログラム（案）改革工程表 

（平成２０年度） 
○ 平成２０年 ６月 財政再建プログラム（案）（H20～H22） 

※集中改革期間 H20～H22 
○ 平成２１年 ２月 財政再建プログラム（案）改革工程表 

（平成２１年度） 
○ 平成２２年 ２月 財政再建プログラム（案）改革工程表 

（平成２２年度） 
○ 平成２２年 ４月 財政構造等に関する調査分析報告書 
○ 平成２２年１０月 財政構造改革プラン（案）（H23～H25） 
○ 平成２３年 ２月 財政再建プログラム（案）改革工程表 
○ 平成２３年 ２月 財政構造改革プラン（案）改革工程表 

（平成２３年度） 
○ 平成２４年 ２月 財政構造改革プラン（案）改革工程表 

（平成２４年度） 
○ 平成２５年 ２月 財政構造改革プラン（案）改革工程表 

（平成２５年度） 
○ 平成２６年 ２月 財政構造改革プラン（案）改革工程表 
○ 平成２６年 ２月 平成２６年度行財政改革の取組みについて（※） 

（平成２６年度） 
   ○ 平成２７年 ２月 行財政改革推進プラン（案）（H27～H29） 
（平成２７年度） 

○ 平成２８年 ２月 行財政改革推進プラン（案）の取組み状況≪平成 27年度≫ 
（平成２８年度） 

○ 平成２９年 ２月 行財政改革推進プラン（案）の取組み状況≪平成 28年度≫ 
 

※平成 26年度は、府政運営の基本方針 2014に基づき、財政構造改革プラン（案）の改革の視点を承継した取組みを 1年間実施
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【行財政計画の推移】 

山 田 知 事（H 7.4～） 太 田 知 事（H12.2～） 橋 下 知 事（H20.2～） 松 井 知 事（H23.11～） 

(年度)７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ 

行政改革大綱(H8.1)                     

  財政健全化方策(H8.8)                   

    財政再建プログラム（案）（H10.9）          

        行財政計画（案）（H13.9）       

          行財政計画（案）改定版（H16.11）        

            行財政改革プログラム（案）（H18.11）       

             財政再建プログラム
（案）（H20.6）        

                財政構造改革プラン
（案）（H22.10） ※ 行財政改革推進プラン

（案）（H27.2） 
 
※平成 26年度は、府政運営の基本方針 2014に基づき、財政構造改革プラン（案）の改革の視点を承継した取組みを 1年間実施
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２ 行財政計画の策定時点に試算した 
財源不足額及び対応案 
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２ 行 財 政 計 画 の 策 定 時 点 に 試 算 し た 財 源 不 足 額 及 び 対 応 案 
 
【計画策定時点の試算状況】 ※各計画の試算データ（３年分）を比較し易いように整理したもの                     （単位：億円） 

区  分 

財政健全化方策（案） 
（平成 8年 8月） 

財政再建プログラム（案） 
（平成 10年 9月） 

行財政計画（案） 
（平成 13年 9月） 

H8.7試算推計への対応 H10.7試算推計への対応 H13.7試算推計への対応 
8（見込） 9 10 11 12 13 14 15 16 

① 単年度財源不足額 1,908 2,344 2,133 4,950 5,400 5,900 5,450 5,400 5,450 
② 交付税・臨時財政対策債等 782   2,650 2,750 2,800 3,800 3,900 4,000 
③ 差引財源不足額（①-②） 1,126   2,300 2,650 3,100 1,650 1,500 1,450 

④ 行革取組額（⑤+⑥+⑦+⑧） －   775 1,255 1,495 330 355 460 

⑤ 事務事業・建設事業 
出資法人・公の施設 
主要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

－   
(235) 

・施策個別 225 
・主要プロ  10 

(520) 
・施策個別 490 
・主要プロ  30 

(645) 
・施策個別 525 
・主要プロ 120 

(75) 
・施策建設 65 
・法人施設 10 
※再生枠(増加要

素)は別掲 

(100) 
・施策建設 85 
・法人施設 15 
※再生枠(増加要

素)は別掲 

(110) 
・施策建設 90 
・法人施設 20 
※再生枠(増加要

素)は別掲 

⑥ 人 件 費 
（組織・定数・勤務条件） 

－   (205) (410) (515) (105) (130) (180) 

⑦ 歳入確保 －   (110) (100) (110) (150) (125) (170) 
⑧ シーリング歳出削減・ 
予算編成 －   (225) 

シーリング削減 
(225) 

シーリング削減 
(225) 

シーリング削減 (－) (－) (－) 

⑨ 負の遺産整理・重点予算枠 
（増加要素） 

－ 
 

 
 

 
 － － － 

210 
・負遺産 190 
・再生枠  20 

220 
・負遺産 195 
・再生枠  25 

150 
・負遺産 120 
・再生枠  30 

⑩ 基金取崩し等 
（減債基金除く） 1,126   － － － － － － 

⑪ 財政健全化債の発行 － 
 

 
 

 
 

500 
財政健全化債 

500 
財政健全化債 

500 
財政健全化債 － － － 

⑫ 減債基金の活用（借入） －   1,025 895 1,105 1,530 1,365 1,140 
⑬ 差引収支 
（③-④+⑨-⑩-⑪-⑫） 0   0 0 0 0 0 0 

備  考 
・H8.8財政健全化方策(案)P34参照 
・H9･10の財源不足額への対応はデータなしの 
ため不明 

・H10.9財政再建ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(案)P73参照 ・H13.9行財政計画(案)具体的取組編 P12参照 
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【計画策定時点の試算状況】                                                   （単位：億円） 

区  分 

行財政計画（案）改定版 
（平成 16年 11月） 

行財政改革ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（案） 
（平成 18年 11月） 

財政再建プログラム（案） 
（平成 20年 6月） 

財政構造改革プラン（案） 
（平成 22年 10月） 

H16.8試算推計への対応 H18.8試算推計への対応 H20.7試算推計への対応 
※予算修正反映後 H22.8試算推計への対応 

17 18 19 19 20 21 22 23 24 25 
① 単年度財源不足額 6,350 6,050 6,100 4,900 4,595 4,831 4,783 6,990 7,060 7,170 

② 交付税・臨時財政対策債等 4,200 4,100 4,000 3,150 
3,495 
減収補て 
ん債含む 

3,670 3,650 6,620 6,650 6,710 

③ 差引財源不足額（①-②） 2,150 1,950 2,100 1,750 1,100 1,161 1,133 370 410 460 

④ 行革取組額（⑤+⑥+⑦+⑧） 
370 

※再生枠(増加 
要素)は別掲 

445 
※再生枠(増加 
要素)は別掲 

540 
※再生枠(増加 
要素)は別掲 

140 
※行財政計画（案）改定版 
への追加取組  

915 849+α 867+α 600 600 600 

⑤ 事務事業・建設事業 
出資法人・公の施設 
主要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

(100) 
施策建設 95 
法人施設  5 

(140) 
施策建設 125 
法人施設  15 

(185) 
施策建設 160 
法人施設  25 

(65) 
施策建設 64 
法人施設  1 

(318) (397) (415) (75) (110) (110) 

⑥ 人 件 費 
（組織・定数・勤務条件） (130) (165) (215) (65) (329) (452) (452) (270) (270) (270) 

⑦ 歳入確保 (140) (140) (140) (10) 
(268) 

退職手当債
を除いた額 

( α) 
予算編成 
過程対応 

( α) 
予算編成 
過程対応 

(50) (65) (75) 

⑧ シーリング歳出削減 
予算編成 (－) (－) (－) (－) (－) (－) (－) 

(205) 
予算編成 
の取組み 

(155) 
予算編成 
の取組み 

(145) 
予算編成 
の取組み 

⑨ 負の遺産整理・再生予算枠 
（増加要素） 

30 
再生重点枠 

40 
再生重点枠 

60 
再生重点枠 

20 
再生重点枠 H19以降上積み 

－ － － － － － 

⑩ 基金取崩し等 
（減債基金除く） － － － 

203 
(施策等 12) 
(人件費 51) 
(歳入 140) 

行財政計画(案)による H19 
以降取組効果の上積み 

－ － － 
60 

H21決算 
剰余金一部 

100 
H21決算 
剰余金一部 

150 
H21決算 
剰余金一部 

⑪ 財政健全化債、行革推進債、 
退職手当債の発行 

450 
財政健全化債等

450 
財政健全化債等

450 
財政健全化債等 400 185 

退職手当債 0 0 0 0 0 

⑫ 減債基金の活用（借入） 1,360 1,095 1,170 1,027 0 0 0 △290 
減債基金返済 

△290 
減債基金返済 

△290 
減債基金返済

⑬ 差引収支（③-④+⑨-⑩-⑪-⑫） 0 0 0 0 0 0 0  0 0 0 

備  考 

・H16.11行財政計画(案)改定版 P76･77参照 ・H18.11行財政改革ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
(案)P8･30･31参照 

・H20.6財政再建ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(案)P財 9及び
H20.7粗い試算改定版ﾊﾟﾀｰﾝ②参照 

・差引財源不足額は H20.7粗い試算改定
版ﾊﾟﾀｰﾝ②「取組調整額＋要対応額」、 
「粗い試算に基づく取組額」の合計額 

・H22.10財政構造改革ﾌﾟﾗﾝ(案)P6及びH22.8 
粗い試算 P2･5参照 
・基金取崩し等は 21年度決算剰余金の活用
額 311億円を年割したもの 

 

※平成 26年度行財政改革の取組みは、策定が予算編成と同時であったことから、試算を行っていない。 
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３ 行財政計画の改革目標額及び取組実績（効果額） 
 

※ 取組効果額は、H8から H10までは事業費ベース、 
H11以降は一般財源ベースとなっています。 
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３ 行 財 政 計 画 の 改 革 目 標 額 及 び 取 組 実 績 （ 効 果 額 ） 
 
※歳出削減「人件費」は、給料・各種手当・旅費・互助会補助金を含みます。「一般施策経費」は、H17～H19を除き、人件費以外の歳出削減額を計上しています。 
【改革目標額】 ※計画期間 3年分の状況をまとめたもの                                   （単位：億円） 

区分／計画・年度 

行政改革大綱 
財政健全化方策（案） 

 
 

【事業費ベース】 

財政再建プログラム（案） 
※緊急対策期間 H11～H13 

 
 

【一般財源ベース】 

行財政計画（案） 
※集中取組期間 H14～H16 

 
 

【一般財源ベース】 

行財政計画（案）改定版 
※緊急取組期間 H17～H19 
行財政改革プログラム（案） 

※期間 H19 
【一般財源ベース】 

8 9 10 計 11 12 13 計 14 15 16 計 17 18 19 19追加 計 

歳出削減 

人件費 － － － － 205 410 515 1,130 105 130 180 415 130 165 215 65 575 

一般施策経費 － － － － 460 745 870 2,075 75 100 110 285 70 100 125 65 360 

（小 計） － － － － 665 1,155 1,385 3,205 180 230 290 700 200 265 340 130 935 

歳入確保 － － － － 110 100 110 320 150 125 170 445 140 140 140 10 430 

（合  計） － － － － 775 1,255 1,495 3,525 330 355 460 1,145 340 405 480 140 1,365 

備  考 

・ﾃﾞｰﾀなし ・H10.9 財政再建ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(案)P73 記
載「府の取組」参照  

・H13.9行財政計画(案)具体的取組編
P12記載「府の取組」参照 

・再生予算枠（増加要素）を除いた額 

・H16.11行財政計画(案)P77記載「取組後の財政収
支」及び H18.11行財政改革ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(案)P8記載
「改革目標額」参照 

・再生予算枠（増加要素）を含めた額 
・19追加は行財政改革ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(案)の追加取組額 

 
【取組実績（効果額）】 

区分／年度 8 9 10 計 11 12 13 計 14 15 16 計 17 18 19 19追加 計 

歳出削減 

人件費 91 173 191 455 212 406 532 1,150 137 423 532 1,092 145 195 251 66 657 

一般施策経費 239 391 293 923 449 619 890 1,958 127 189 243 559 89 136 154 64 443 

（小 計） 330 564 484 1,378 661 1,025 1,422 3,108 264 612 775 1,651 234 331 405 130 1,100 

歳入確保 384 460 379 1,223 206 182 207 595 169 201 154 524 193 232 191 10 626 

（合  計） 714 1,024 863 2,601 867 1,207 1,629 3,703 433 813 929 2,175 427 563 596 140 1,726 

備  考 

･H14.2行財政計画(案)改革工程表 
(付属資料)P1-2参照 
･年割は H12.9財政ﾉｰﾄ P26参照  

･H14.2行財政計画(案)改革工程表 
(附属資料)P23-25参照 

 

・H17.2行財政計画(案)改革工程表
P16参照 
・再生予算枠(増加要素)を除いた額 

・H19.2行財政改革改革工程表 P4-6参照 
・H18は実績見込、H19は予算額を記載。 
・法人施設の取組実績は人件費に含む。 
・再生予算枠（増加要素）を含めた額 
・19追加は行財政改革ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(案)の追加取組額 
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【改革目標額】                          （単位：億円） 

区分／計画・年度 

財政再建プログラム（案） 
※集中改革期間 H20～H22 

 
【一般財源ベース】 

財政構造改革プラン（案） 
※ﾌﾟﾗﾝ期間 H23～H25 

 
【一般財源ベース】 

20 21 22 計 23 24 25 計 

歳出削減 

人件費 329 452 452 1,233 270 270 270 810 

一般施策経費 318 397 415 1,130 75 110 110 295 

（小 計） 647 849 867 2,363 345 380 380 1,105 

歳入確保 453 α α 453 
＋α 50 65 75 190 

予算編成における取組 － － － － 205 155 145 505 

（合  計） 1,100 849 
+α 

867 
+α 

2,816 
＋α 600 600 600 1,800 

備  考 
・H20.6財政再建ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(案)P財 9参
照(H20本格予算反映後の修正済額) 
・H20歳入確保は退職手当債を含む 

・H22.10財政構造改革ﾌﾟﾗﾝ(案)P6参照 

 
【取組実績（効果額）】 

区分／年度 20 21 22 計 23 24 25 計  区分／年度  26 ※2 

歳出削減 

人件費 329 470 484 1,283 270 270 270 810  

歳出削減 97 一般施策経費 319 399 440 1,158 94 121 131 346  

（小 計） 648 869 924 2,441 364 391 401 1,156  

歳入確保 443 145 25 613 66 113 125 304   
歳入確保 

145 
(108) 予算編成における取組 ※1 － － － － 205 155 145 505  

（合  計） 1,091 1,014 949 3,054 635 659 671 1,965 
 

（合  計） 
242 

(205) 

備  考 
・H23.2財政再建ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ案改革工程表 

P 2-4参照  
・H20歳入確保は退職手当債を含む 
・各年度最終予算額ﾍﾞｰｽ 

・H26.2財政構造改革ﾌﾟﾗﾝ案改革工程表 
P2-4参照 
・各年度最終予算額ﾍﾞｰｽ 

 

備  考 

・平成 26 年度行財政改革の取
組みについて P8参照 
・最終予算額ベース 
・（ ）内は当初予算額ベース 

※1 毎年、府政運営の基本方針の策定段階や予算編成過程を通じて、税収や地方財政対策の動向などを踏まえ、歳入の確保や歳出の見直しなど歳入歳出全般にわたる一層の精査・点検 
を実施したもので、収支均衡予算を編成したことをもって、計画通りの取組みを実施したこととしています。（平成 23～25年度） 

※2 平成 26年度は、府政運営の基本方針 2014に基づき、財政構造改革プラン（案）の改革の視点を承継した取組みを 1年間実施。
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４ 行財政計画の取組内容及び実績（効果額） 
 

 
 

 
【記載内容】 
○ 平成 8年度以降の行財政計画における取組内容及び実績（一部、当初予算額ベース）を記載したものです。 
○ 取組内容・実績（効果額）のデータは、各行財政計画の改革工程表等の記載内容をまとめたものです。 
○ 過去に策定された行財政計画の取組内容や実績（効果額）などについて、各計画でまとめ方が異なる場合があるため、本資料は、 
各計画に記載されている類似（共通）の取組内容や実績（効果額）などを比較し易いように整理したものとなっています。 
○ 効果額について、平成 8年度から 19年度まで事業費ベース、平成 20年度以降は一般財源ベースとなっています。 
○ 職員数削減効果額は職員費１千万円／人で算出したものです。  
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４ 行 財 政 計 画 の 取 組 内 容 及 び 実 績 （ 効 果 額 ） 

 
【各計画の取組内容及び実績（効果額）】 ※効果額について、H8~H19は事業費ベース、H20以降は一般財源ベースとなっています。                            

区分 
行政改革大綱 

財政健全化方策（案） 財政再建プログラム(案) 行財政計画（案） 行財政計画（案）改定版 
行財政改革プログラム（案） 財政再建プログラム(案) 財政構造改革プラン(案) 

平成 8年度~平成 10年度 平成 11年度~平成 13年度 平成 14年度~平成 16年度 平成 17年度~平成 19年度 平成 20年度~平成 22年度 平成23年度~平成25年度 

歳 
 
出 
 
削 
 
減 

人 
 
件 
 
費 

・人員削減 2,926人  292億円 ・人員削減 3,799人  379億円 
（教職員定数改善計画に基づく 
 増員は含まない） 

・人員削減 1,542人  154億円 
（教職員定数改善計画に基づく 
 増員は含まない） 

・人員削減 3,936人   63億円 
（17･19年度計、大学･病院独法 
化減を除く） 

※参考・人員削減 314人 
（一般行政部門 22年度当初 
削減数※効果額に含まない） 
※削減目標：H22～H26で H21
当初比 900人削減を目指す 

 

※参考・人員削減 648人 
(一般行政部門 23・24・25年
度計、※効果額に含まない) 
・H23水道部廃止 453人減、
H24研究所独法化 239人減
は除く) 

・管理職手当等カット   6億円 
（9・10年度各 3億円） 

 
 
 

・ベースアップ凍結   150億円 
（9・10年度） 

 
 
 
 

・特殊勤務手当見直し   7億円 
（平年度ベース） 

・管理職手当等カット  9億円 
（11~13年度各 3億円）知事等
給与カット含む 

 
 

・昇給停止     （400億円） 
（11~13年度の効果額累計） 
・期末手当引下げ   245億円 
（11~13年度△0.55月） 

 

・管理職手当等カット  9億円 
（14~16年度各 3億円、知事等
給与カット含む） 

 
 

・昇給停止     （480億円） 
（11~14年度の効果額累計） 
・期末手当カット      125億円 
（14･15年度△0.3月） 

 
 

・超過勤務手当縮減、通勤手当 
 支給方法見直し      20億円 
・退職手当の見直し     62億円 
（計画期間内の年平均効果額） 
・退職時特別昇給の廃止 10億円 
（計画期間内の年平均効果額） 

 

・管理職手当、特殊勤務手当等 
見直し       10億円 
（知事等給与カット及び支給割 
合見直し含む） 

 
・昇給停止     （480億円） 
（11~14年度の効果額累計） 
・期末手当カット   243億円 
（管理職△6%、その他△4% 
など） 

 
・超過勤務手当の縮減  5億円 
・教職員の新たな給与制度構築  

36億円 
（定時制通信教育手当、給料調  

 整額、産業教育手当、部活動 
手当の改定） 

 
・非常勤特別嘱託員制度見直し等   

  63億円 
・互助会補助金等の縮減 36億円 

 

・住居･通勤手当､旅費見直し 
94億円 

・義務教育等教員特別手当等見 
直し        34億円 
（21・22年度） 

・給料月額カット  785億円 
（全職員対象 H20.8～H22・管
理職以外△3.5％～知事△
30％） 

 
・休職給制度見直し  14億円 
（21・22年度） 

・退職手当減額   162億円 
・退職勧奨･加算廃止 78億円 

 
 

・非常勤職員雇用単価見直し   
                65億円 

・互助会補助金全額削減 
                     51億円 

 
 
 
 
 
･給料月額時限的ｶｯﾄ810億円 
（全職員対象 H23～H25・管
理職以外△3％～知事△
30％） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【人件費計 455億円】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【人件費計 1,033億円】 

・給料表の改定       280億円 
（プラス較差に対するマイナス 
 改定、14･15年度改定効果計 
【通年分】） 
 
 
 

 
 

【人件費計 1,140億円】 

・給与水準（現給保障）引下げ

122億円 
（17・18年度改定の効果計） 

・給与構造改革による給与水準引 
下げ (昇給停止分)     47億円 

 
・財政収支（調整手当 10%）を踏
まえた対応等         80億円 

 
【人件費計 1,185億円】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【人件費計 1,283億円】 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
【人件費計 810億円】 
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事 
業 
見 
直 
し 

 
 

・事務事業見直し      171億円 
 

・シーリング          752億円 
 
 
 
 
 
・主要プロジェクト凍結 
 

【事業計 923億円】 

 
 

・事務事業見直し      592億円 
 

・シーリング          638億円 
 
 

・公の施設改革          2億円 
 
 
・主要プロジェクト凍結 
 

【事業計 1,232億円】 

 
 

・施策評価            408億円 
 

・建設事業重点化      240億円 
 

・出資法人の改革       23億円 
・公の施設改革          8億円 
・経費節減             20億円 
 
・主要プロジェクト凍結 
 

【事業計 699億円】 

 
 

・施策評価等          281億円 
 

・建設事業重点化      370億円 
 

・出資法人の改革       24億円 
・公の施設改革          5億円 
・経費節減             13億円 

 
 
 

【事業計 693億円】 

 
 
・事務事業見直し  801億円 
 
・建設事業の縮減  239億円 
 
・出資法人の改革   98億円 
・公の施設改革    20億円 
 
 
 
 

【事業計 1,158億円】 

 
 
・事務事業見直し  289億円 
・主要検討事業   27億円 
 
 
・出資法人の改革    7億円 
・公の施設改革    23億円 
 
 
 

 
【事業計 346億円】 

小 計 １，３７８億円 ２，２６５億円 １，８３９億円 １，８７８億円 ２，４４１億円 １，１５６億円 

歳 
 
入 
 
確 
 
保 

税 
収 

・課税・納税の取組     165億円 
（9・10年度） 

 
・法人二税超過課税     886億円 
（3年間） 

【税収計 1,051億円】 

・課税・納税の取組     325億円 
（財政再建プログラム案に基づ 
く取組分） 

・法人二税超過課税    723億円 
（3年間） 

【税収計 1,048億円】 

・課税・納税の取組     124億円 
(行財政計画案に基づく取組分) 

 
・法人二税超過課税    825億円 
（3年間） 

【税収計 949億円】 

・課税・納税の取組     105億円 
（行財政計画案に基づく取組分） 

 
・法人二税超過課税   1,141億円 
（3年間） 

【税収計 1,246億円】 

 
 
 
 
 

 

・滞納債権回収の取組 
目標額： 133 億円 

（内訳）税債権   123億円 
その他債権 10億円 

 

財 
産 

・府有財産売払い促進   159億円 ・府有財産売払い促進   277億円 ・府有財産売払い促進   340億円 
・長期貸付金の前倒し償還 9億円 
 

【財産計 349億円】 

・府有財産売払い促進   518億円 
・広告事業収入           2億円 
 

【財産計 520億円】 

・府有財産売払い    167億円 
・財産貸付料等見直し  6億円 
・自動販売機公募設置 12億円 

【財産計 185億円】 

・府有財産売払い   112億円 
・財産貸付料等見直し 3億円 
 

【財産計 115億円】 

使 
手 

・使用料・手数料見直し  13億円 
（平年度ベース 25億円） 

・使用料・手数料見直し  23億円 
（平年度ベース 50億円） 

・使用料・手数料見直し   7億円 
（平年度ベース 27億円） 

・使用料・手数料見直し   1億円 
（平年度ベース 1億円） 

・使用料･手数料見直し  2億円 
 
・使用料手数料見直し 2億円 

そ 
の 
他 

    ・出資法人からの歳入 28億円 
・貸付金の繰上償還  100億円 
・義務教育国庫受入増  9億円 
・基金の活用     90億円 
・退職手当債発行  185億円 
・単年度黒字財源活用 14億円 
  【その他計 426億円】              

･宝くじ収益金見直し17億円 
・国所管法人返還金   5億円 
・公の施設納付金、ネーミン

グライツ等     2億円 
・基金の活用     30億円 

 
【その他計 54億円】 

小 計 １，２２３億円 １，３４８億円 １，３０５億円 １，７６７億円 ６１３億円 ３０４億円 
予算編成
の取組み
※ 

－ － － － － ５０５億円 

合 計 ２，６０１億円 ３，６１３億円 ３，１４４億円 ３，６４５億円 ３，０５４億円 １，９６５億円 

備 考    
※記載内容は、H17~H18実績 
と H19当初予算ベース取組の 
合計額となっています。 

  

※毎年、府政運営の基本方針の策定段階や予算編成過程を通じて、税収や地方財政対策の動向などを踏まえ、歳入の確保や歳出の見直しなど歳入歳出全般にわたる一層の精査・点検を実施したもので、 
収支均衡予算を編成したことをもって、計画通りの取組みを実施したこととしています。 
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５ 行財政計画の策定時点に試算した財政推計及び 
収支計画（改革目標額）【計画別】 

 
（１）財政健全化方策（案）平成８年８月・・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 

（２）財政再建プログラム（案）平成１０年９月・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

（３）行財政計画（案）平成１３年９月・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２ 

（４）行財政計画（案）【改定版】 平成１６年１１月・・・・・・・・・・・ ２４ 

（５）行財政改革プログラム（案）平成１８年１１月・・・・・・・・・・・ ２６ 

（６）財政再建プログラム（ＰＴ試案）平成２０年４月・・・・・・・・・・ ３０ 

（７）財政再建プログラム（案）平成２０年６月・・・・・・・・・・・・・ ３４ 

（８）財政構造改革プラン（案）平成２２年１０月・・・・・・・・・・・・ ３８ 

 
※行政改革大綱は財政推計に関するデータの記載なし 
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５ 行 財 政 計 画 の 策 定 時 点 に 試 算 し た 財 政 推 計 及 び 収 支 計 画 ( 改 革 目 標 額 )【 計 画 別 】 
 
（１）財政健全化方策（案）平成８年８月  
【① 財政推計の前提条件（平成８年７月試算）】※P35・36「積算方法」参照 
【 歳 出 】 

 

【 歳 入 】 
○人件費 ・平成 8年度の給与改定率については 0.95%（人勧）、平成 9年度から 11年

度は 1%として算定。増減員については、教育部門で平成 9年度~11年度、
約 1,700人の減員を見込む。 

○特定財源（国庫支出金、府債等） ・現行制度をベースに歳出連動で見込む。 
○府  税 
 
 
 
 
○譲与税 
 

・平成 8年度は 7月試算による。平成 9年度以降は、名目 GDP3.5%（「構造改
革のための経済社会計画」H7.12.1閣議決定による伸び率）の伸びを見込む。 
・税制改正による影響額 
超過課税の見直し⑧△1億⑨ △6億 ⑩△5億 
地方消費税創設  ⑧ －  ⑨1323億⑩2606億⑪2697億 
平成 8年度税制改正  ⑧△155億（個人府民税特別減税） 

・消費譲与税については、地方消費税の創設に伴い、平成 9年度の譲与見込額は
7月譲与のみとし、以降は譲与がないものとする。 

・その他の譲与税については、平成 7年石油資料（資源エネルギー庁監修）の内
需見通しの伸び率に調整率を乗じて見込む。 

○扶助費 ・個別事業ごとに過去の実績（3カ年）の伸び率等を参考に推計。 
○公債費 ・各年度の府債発行見込額から推計 
○準義務的経費（税関連歳出等） 
 
 
 
○投資的経費及び一般施策経費 

・府税の見込額等から推計。 
・税制改正による影響額 
地方消費税他府県清算金⑨328億⑩646億⑪ 669億 
地方消費税交付金   ⑨423億⑩980億⑪1015億 
・個別事業ごとの積み上げによるもの 38事業 

 ・その他は、平成 8年度と同額を見込む。  ○一般歳入 
 
○地方消費 
税の創設 
に伴う実 
質的な影 
影響額 

・個別積み上げによる。 
（単位：億円） 

年度 ９ １０ １１ 
地方消費税 1,323 2,606 2,697 
地方消費税他府県清算金 △328 △646 △669 
清算後収入額 995 1,960 2,028 
地方消費税交付金（市町村） △423 △980 △1,015 
消費譲与税の廃止 △440 △608 △629 
差引 132 372 384 
注：住民税減税（制度減税）、消費税率引上げに伴う歳出増加額及び国への 
徴収取扱費については含まない。  

【② 財政推計（平成８年７月試算）】※P34「財政収支の見通し」参照   （単位：億円） 
項目     年度 8（最終見込） 9 10 11 

歳 
 
出 

義務的経費 12,543 13,152 13,679 14,331 
 人件費 
扶助費 
公債費 

9,873 
659 

2,011 

10,094 
718 

2,340 

10,307 
784 

2,588 

10,508 
863 

2,960 
 準義務的経費 1,178 1,969 2,879 2,972 

投資的経費 5,605 5,720 5,798 5,964 
 公共 
単独 

3,187 
2,418 

3,330 
2,390 

3,372 
2,426 

3,450 
2,514 

一般施策経費 5,908 5,727 5,607 5,738 
（歳出合計） 25,234 26,568 27,963 29,005 
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歳 
 
入 

特定財源 10,546 10,592 10,621 10,893 
 国庫 
府債 
その他 

4,134 
3,134 
3,278 

4,260 
3,288 
3,044 

4,342 
3,333 
2,946 

4,472 
3,502 
2,919 

府  税（譲与税含む） 11,915 13,167 14,714 15,227 
一般歳入 865 465 495 446 

（歳入合計） 23,326 24,224 25,830 26,566 
要確保財源（歳出－歳入） A 1,908 2,344 2,133 2,439 

 
 
【③ 取組実施後の収支計画】※P34「財政収支の見通し」参照       （単位：億円） 

項目     年度 8（最終見込） 9 10 11 
単年度財源不足額（要確保財源） A △1,908 △2,344 △2,133 △2,439 
交付税 B 782    

府 
の 
取 
組 

人件費の見直し  －    
施策の個別見直し  －    
シーリングによる歳出削減  －    
主要プロジェクトの見直し  －    
歳入確保  －    

計 C －    
取組実施後（A＋B＋C） D △1,126    
財政健全化債の発行 E －    
差引収支（D＋E） F △1,126    
基金取崩し等 G 1,126    
単年度収支（F＋G） H 0    

※H9~H11の財源不足額への対応はデータなしのため不明 
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（２）財政再建プログラム（案）平成１０年９月 
【① 財政推計の前提条件（平成１０年７月試算）】※P15「長期財政推計（試算）の前提」参照 
【 歳 出 】 

 

【 歳 入 】 
○人件費 ・職員数は児童生徒の減少に伴う教員の減を見込んだ。 

・給与改定は平成 10年度以降、毎年 0.5％と見込んだ。 
○特定財源（国庫支出金、府債等） ・現行制度をベースに歳出連動で見込んだ。 
○府  税 ・平成 10年 7月試算をベースに、平成 11～13年度は伸び率ゼロ、平成 14年度

以降は経済審議会部会報告（平成 10年 6月）をもとに年 2.5％の伸びを見込
んだ。また、現時点で明らかな今後の税制改正として、特別地方消費税の廃止
（平成 11年度）を見込んだ。 

○扶助費 ・個別事業ごとに過去 3カ年の実績伸び率等を参考に推計した。 
○公債費 ・各年度ごとの府債発行見込額から推計した。 
○準義務的経費（税関連歳出等） ・府税収入見込額から推計した。 
○投資的経費及び一般 
施策経費 

・財政収支への影響が大きいと考えられる事業（総事業費が概ね 30
億円以上のものなど）で現行の事業計画等をベースとして事業費
を見込めるものについては、個別に積み上げを行った。 

○一般歳入 ・譲与税、利子割精算金及び地方消費税清算金については、府税同様、平成 
11～13年度は伸び率ゼロ、平成 14年度以降は年 2.5％の伸びを見込んだ。 

 ・その他については、平成 11～13 年度は個別積み上げ、平成 14 年度以降は平
成 13年度と同額とした。  ・その他のものについては、平成 10年度予算と同額とした。 

 
【② 財政推計（平成１０年７月試算）】※P14「長期財政推計（試算）」参照                                    （単位：億円） 

項目     年度 10当初 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 
歳 
 
出 

義務的経費 13,447 14,100 14,600 15,050 15,400 15,550 15,650 15,550 15,750 16,050 15,950 
 人件費 
扶助費 
公債費 

10,160 
715 

2,572 

10,450 
750 

2,900 

10,650 
800 

3,150 

10,800 
850 

3,400 

10,900 
900 

3,600 

10,950 
950 

3,650 

11,150 
1,000 
3,500 

11,000 
1,050 
3,500 

11,350 
1,100 
3,300 

11,700 
1,150 
3,200 

11,600 
1,200 
3,150 

準義務的経費 5,040 4,350 4,350 4,350 4,450 4,550 4,650 4,750 4,900 5,000 5,150 
投資的経費 4,614 4,800 4,600 4,700 5,100 4,800 4,300 4,300 4,250 4,250 4,200 
 公共 
単独 

2,955 
1,659 

2,900 
1,900 

2,900 
1,700 

3,050 
1,650 

3,000 
2,100 

2,900 
1,900 

2,850 
1,450 

2,850 
1,450 

2,800 
1,450 

2,850 
1,400 

2,850 
1,350 

一般施策経費 5,664 5,550 5,550 5,450 5,500 5,600 5,550 5,600 5,650 5,750 5,800 
（歳出合計） 28,765 28,800 29,100 29,550 30,450 30,500 30,150 30,200 30,550 31,050 31,100 

歳 
 
入 

特定財源 9,290 9,250 9,200 9,150 9,350 9,200 9,000 8,950 9,050 9,150 9,150 
 国庫 
府債 
その他 

4,075 
2,205 
3,010 

4,200 
2,200 
2,850 

4,250 
2,050 
2,900 

4,300 
2,000 
2,850 

4,300 
2,200 
2,850 

4,300 
2,050 
2,850 

4,350 
1,800 
2,850 

4,350 
1,800 
2,800 

4,450 
1,800 
2,800 

4,500 
1,800 
2,850 

4,550 
1,750 
2,850 

府  税 13,518 12,350 12,250 12,250 12,550 12,900 13,200 13,550 13,850 14,200 14,550 
一般歳入 2,838 2,250 2,250 2,250 2,300 2,350 2,400 2,450 2,500 2,550 2,600 
（歳入合計） 25,646 23,850 23,700 23,650 24,200 24,450 24,600 24,950 25,400 25,900 26,300 

要確保財源（歳出－歳入） A （3,119） 4,950 5,400 5,900 6,250 6,050 5,550 5,250 5,150 5,150 4,800 
（注）（ ）書きは、10年度当初予算における財源対策額である。 
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【③ 取組実施後の収支計画（改革目標額）】※P73「取組実施後の収支見通し」参照                                （単位：億円） 

項目     年度 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 
単年度財源不足額（要確保財源） A △4,950 △5,400 △5,900 △6,250 △6,050 △5,550 △5,250 △5,150 △5,150 △4,800 
交付税・減収補てん債・退職手当債等財源
対策 B 2,650 2,750 2,800 2,950 2,950 2,950 2,950 2,950 2,950 2,950 

府 
の 
取 
組 

人件費の見直し  205 410 515 525 560 590 620 650 680 705 
施策の個別見直し  225 490 525 535 545 545 545 550 550 560 
シーリングによる歳出削減  225 225 225 225 225 225 225 225 225 225 
主要プロジェクトの見直し  10 30 120 395 275 10 10 5 5 5 
歳入確保  110 100 110 140 140 265 265 265 265 280 

計 C 775 1,255 1,495 1,820 1,745 1,635 1,665 1,695 1,725 1,775 
取組実施後（A+B+C） D △1,525 △1,395 △1,605 △1,480 △1,355 △965 △635 △505 △475 △75 
財政健全化債の発行 E 500 500 500 500 500 － － － － － 
差引収支（D+E） F △1,025 △895 △1,105 △980 △855 △965 △635 △505 △475 △75 
減債基金の活用（借入） G 1,025 895 1,105 980 855 965 635 505 475 75 
単年度収支（F+G） H 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

減債基金の状況 
残高(10年度末 472億円) 77 69 46 51 194 159 0 0 0 0 
活用額（借入）累計 1,025 1,920 3,025 4,005 4,860 5,825 6,460 6,965 7,440 7,515 
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（３）行財政計画（案）平成１３年９月（具体的取組編） 
【① 財政推計の前提条件（平成１３年７月試算）】※P11「長期財政推計（7月試算）の前提条件」参照 
【 歳 出 】 

 

【 歳 入 】 
○人件費 ・職員数は,国の教職員定数改善計画を踏まえつつ、児童生徒の変動に伴う教

員の減を見込んだ。・給与改定は平成 14年度以降、毎年 0.5％と見込んだ。 
○特定財源（国庫支出金、府債等） ・現行制度をベースに歳出連動で見込んだ。 
○府  税 ・平成 14～16年度は伸び率ゼロ、平成 17年度以降は「大阪 21世紀の総合計

画」において予測した経済成長率のうち、最も低い 1.3％の伸びを見込んだ。 ○扶助費 ・個別事業ごとに過去 3カ年の実績伸び率等を参考に推計した。 
○公債費 ・各年度ごとの府債発行見込額から推計した。 
○準義務的経費（税関連歳出等） ・府税収入見込額から推計した。 ○一般歳入 ・譲与税、利子割精算金及び地方消費税清算金については、府税の伸び率に連

動させた。 ○投資的経費及び一般 
施策経費 

・財政収支への影響が大きいと考えられる事業（総事業費が概ね 30
億円以上のものなど）で現行の事業計画等をベースとして事業費
を見込めるものについては、個別に積み上げを行った。 

 ・その他については、平成 14～16年度は個別積み上げ、平成 17年度以降は
平成 16年度と同額とした。 

 ・その他のものについては、平成 13年度当初予算計上額と同額とし
た。 

 
【② 財政推計（平成１３年７月試算）】※P10「長期財政推計（7月試算）」参照                                    （単位：億円） 

項目     年度 13当初 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 
歳 
 
出 

義務的経費 13,987 14,550 14,350 14,300 14,200 14,200 14,350 14,150 13,900 13,800 13,550 
 人件費 
扶助費 
公債費 

9,784 
788 

3,415 

10,100 
750 

3,700 

10,200 
500 

3,650 

10,100 
500 

3,700 

9,950 
550 

3,700 

10,150 
550 

3,500 

10,350 
600 

3,400 

10,200 
600 

3,350 

10,000 
650 

3,250 

9,750 
700 

3,350 

9,500 
750 

3,300 
準義務的経費 4,723 4,350 4,350 4,350 4,450 4,500 4,550 4,600 4,650 4,700 4,800 
投資的経費 4,099 4,150 3,500 3,500 3,600 3,650 3,600 3,500 3,500 3,500 3,500 
 公共 
単独 

2,531 
1,568 

2,700 
1,450 

2,650 
850 

2,700 
800 

2,700 
900 

2,700 
950 

2,650 
950 

2,700 
800 

2,700 
800 

2,700 
800 

2,700 
800 

一般施策経費 8,336 8,950 9,150 9,250 9,300 9,400 9,500 9,550 9,600 9,750 9,800 
（歳出合計） 31,145 32,000 31,350 31,400 31,550 31,750 32,000 31,800 31,650 31,750 31,650 

歳 
 
入 

特定財源 11,258 11,700 11,300 11,300 11,400 11,450 11,450 11,400 11,350 11,350 11,200 
 国庫 
府債 
その他 

4,009 
1,795 
5,454 

4,050 
1,850 
5,800 

3,900 
1,450 
5,950 

3,850 
1,400 
6,050 

3,850 
1,500 
6,050 

3,900 
1,500 
6,050 

3,950 
1,450 
6,050 

3,950 
1,400 
6,050 

3,900 
1,400 
6,050 

3,900 
1,400 
6,050 

3,850 
1,300 
6,050 

府  税 12,480 12,500 12,350 12,350 12,450 12,500 12,500 12,650 12,850 13,000 13,200 
一般歳入 2,437 2,350 2,300 2,300 2,350 2,350 2,350 2,400 2,400 2,450 2,450 
（歳入合計） 26,175 26,550 25,950 25,950 26,200 26,300 26,300 26,450 26,600 26,800 26,850 

要確保財源（歳出－歳入）A （4,970） 5,450 5,400 5,450 5,350 5,450 5,700 5,350 5,050 4,950 4,800 
（注）（ ）書きは、平成 13年度当初予算における財源対策額である。平成 13年度当初予算における繰上充用金は除いている。 
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【③ 取組実施後の収支計画（改革目標額）】※P12「取組後の財政収支の見通し」参照                               （単位：億円） 

項目     年度 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 
単年度財源不足額（要確保財源） A △5,450 △5,400 △5,450 △5,350 △5,450 △5,700 △5,350 △5,050 △4,950 △4,800 
交付税等財源対策 B 3,800 3,900 4,000 4,050 4,150 4,250 4,300 4,300 4,300 4,350 
差引財源不足額（A+B） C △1,650 △1,500 △1,450 △1,300 △1,300 △1,450 △1,050 △750 △650 △450 

府 
の 
取 
組 

施策の再構築  45 60 60 75 80 90 95 95 95 100 

 
施策、建設事業の重点化  65 85 90 110 120 135 145 150 155 165 
再生予算枠  △20 △25 △30 △35 △40 △45 △50 △55 △60 △65 

組織等の再構築  115 145 200 240 265 280 310 330 360 365 

 
組織･定数､勤務条件の見直し  105 130 180 215 240 255 280 300 330 335 
出資法人の見直し（公の施設含む）  10 15 20 25 25 25 30 30 30 30 

歳入の確保  150 125 170 165 220 150 185 145 125 185 
計 D 310 330 430 480 565 520 590 570 580 650 

「負の遺産」の整理等 E △190 △195 △120 △170 △140 △130 △85 △130 △165 △160 
差引単年度収支（C+D+E） F △1,530 △1,365 △1,140 △990 △875 △1,060 △545 △310 △235 40 
※累積収支  △1,530 △2,895 △4,035 △5,025 △5,900 △6,960 △7,505 △7,815 △8,050 △8,010 

 
減債基金の活用（借入） G 1,530 1,365 1,140 990 875 745 810 360 235 △40 
単年度収支（F＋G） H 0 0 0 0 0 △315 265 50 0 0 
※減債基金活用後の累積収支  0 0 0 0 0 △315 △50 0 0 0 

 

減債基金の状況 
残高 1,333 1,010 854 393 148 0 0 484 1,094 2,028 
活用額（借入）累計 2,899 4,264 5,404 6,394 7,269 8,014 8,824 9,184 9,419 9,379 

（注）減債基金の状況欄の活用累計額には、平成 12年度の決算見込み赤字を解消するための活用額 395億円と平成 13年度当初予算での活用額 974億円を含んでいる。 
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（４）行財政計画（案）※改定版 平成１６年１１月 
【① 財政推計の前提条件（平成１６年８月試算）】※P78「財政収支（16年 8月試算）の前提」参照 
【 歳 出 】 

 

【 歳 入 】 
○人件費 ・職員数は,国の教職員定数改善計画を踏まえつつ、児童・生徒数の

変動に伴う教員の増減を見込んだ。 
○府  税 ・平成 16年度見込みをベースに､17年度以降は「大阪 21世紀の総合計画」に

おいて予測した経済成長率のうち､最も低い 1.3％の伸びを見込んだ。 
○公債費 ・各年度の府債発行見込額から推計した。 ○交付税等 ・府税収入の伸びに伴い、抑制基調で見込んだ。 
○税関連歳出等 ・府税収入見込額から推計した。 ○一般歳入 ・税関連の歳入（譲与税、精（清）算金収入）については、府税の伸び率に連

動させた。その他については、原則として、平成 17年度以降は 16年度と同
額とした。 

○扶助費、投資的経費 
及び一般施策経費 

・財政収支への影響が大きいと考えられる事業で、現行の事業計画
等をベースとして事業費を見込めるものについては、個別に積み
上げを行った。 ○特定財源 ・現行制度をベースに歳出連動で見込んだ。なお、府債について、財政健全化

債等を毎年 450億円見込んだ。 
 

【② 財政推計（平成１６年８月試算）】※P76「（１）平成 16年 8月試算（取組前）」参照                             （単位：億円） 
項目     年度 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

歳 
 
出 

義務的経費   13,451 13,450 13,350 13,400 13,100 12,950 12,700 12,500 

 

人件費   9,457 9,400 9,600 9,700 9,550 9,450 9,150 8,950 
 退職手当 
退職手当以外   828 

8,629 
800 

8,600 
1,000 
8,600 

1,250 
8,450 

1,350 
8,200 

1,350 
8,100 

1,250 
7,900 

1,200 
7,750 

扶助費 
公債費   441 

3,553 
450 

3,600 
450 

3,300 
450 

3,250 
450 

3,100 
450 

3,050 
450 

3,100 
450 

3,100 
税関連歳出(※準義務的経費)   4,498 4,700 4,750 4,800 4,850 4,900 5,000 5,050 
投資的経費   3,412 3,350 3,500 3,400 3,400 3,400 3,100 3,100 
 公共 
単独   2,339 

1,073 
2,450 

900 
2,600 

900 
2,500 

900 
2,650 

750 
2,650 

750 
2,400 

700 
2,400 

700 
一般施策経費   9,701 9,750 9,800 9,850 9,850 9,800 9,800 9,800 
 
 
貸付金 
補助金等 
物件費・維持補修費等 

  
5,097 
3,139 
1,465 

5,100 
3,150 
1,500 

5,100 
3,100 
1,600 

5,100 
3,150 
1,600 

5,100 
3,100 
1,650 

5,100 
3,100 
1,600 

5,100 
3,150 
1,550 

5,100 
3,200 
1,500 

（歳出合計）   31,062 31,250 31,400 31,450 31,200 31,050 30,600 30,450 

歳 
 
入 

府税   11,313 11,500 11,700 11,800 11,950 12,100 12,250 12,400 
交付税・臨時財政対策債等   4,430 4,200 4,100 4,000 3,950 3,900 3,800 3,700 
一般歳入(地方消費税清算金等)   2,664 2,350 2,350 2,350 2,400 2,450 2,450 2,500 
特定財源   11,404 11,500 11,750 11,650 11,850 11,750 11,400 11,300 

 
国庫 
府債（通常債） 
貸付金償還金等 
府債（財政健全化債等） 

  
3,319 
1,251 
6,514 

320 

3,350 
1,200 
6,500 

450 

3,500 
1,300 
6,500 

450 

3,450 
1,250 
6,500 

450 

3,600 
1,300 
6,500 

450 

3,550 
1,250 
6,500 

450 

3,350 
1,100 
6,500 

450 

3,350 
1,000 
6,500 

450 
（歳入合計）   29,811 29,550 29,900 29,800 30,150 30,200 29,900 29,900 

単年度財源不足額（歳入－歳出） A   △1,251 △1,700 △1,500 △1,650 △1,050 △850 △700 △550 
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年  度 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

減債基金の活用（借入）        B   1,251 1,700 1,500 500 550 600 600 450 
減債基金活用後単年度収支（A＋B）   C   0 0 0 △1,150 △500 △250 △100 △100 
減債基金活用後の累積収支   △290 △290 △290 △1,440 △1,940 △2,190 △2,290 △2,390 
活用可能残高   2,300 1,050 50 0 0 0 0 0 

 
【③ 取組実施後の収支計画（改革目標額）】※P77「（２）取組後の財政収支」参照                                （単位：億円） 

年  度 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 
単年度財源不足額（A） ア   △1,251 △1,700 △1,500 △1,650 △1,050 △850 △700 △550 

府 
の 
取 
組 

施策の再構築   0 65 85 100 125 140 150 155 

 施策、建設事業の重点化 
再生予算枠   0 

0 
95 
△30 

125 
△40 

160 
△60 

185 
△60 

200 
△60 

210 
△60 

215 
△60 

組織等の再構築   0 135 180 240 200 240 280 325 

 組織･定数､勤務条件の見直し 
出資法人の見直し（公の施設含む）    0 

0 
130 

5 
165 
15 

215 
25 

180 
20 

220 
20 

260 
20 

280 
45 

歳入の確保   0 140 140 140 105 105 105 105 

 計（前計画によるもの含む） イ   0 340 405 480 430 485 535 585 

累積収支（ア＋イ） ウ   △1,251 △1,360 △1,095 △1,170 △620 △365 △165 35 
 

減債基金の活用（借入）        エ   1,251 1,360 1,095 1,170 620 365 165 0 
減債基金活用後単年度収支（ウ＋エ）   オ   0 0 0 0 0 0 0 35 
減債基金活用後の累積収支   △290 △290 △290 △290 △290 △290 △290 △255 
活用可能残高   2,300 1,390 795 75 5 240 675 1,125 

 
減債基金活用額（借入）累計   3,993 5,353 6,448 7,618 8,238 8,603 8,768 8,768 
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（５）行財政改革プログラム（案）平成１８年１１月 
【①  財政推計の前提条件（平成１８年８月試算）】※P32「財政収支（H18年 8月試算）の前提」参照 
【 歳 出 】 

 

【 歳 入 】 
○人件費 ・職員数、給与単価等は H18 年度ベースで試算した。（H19 年度以

降、給与構造改革の影響は見込んでいない。） 
○府  税 ・現行制度をベースに､H18,19年度は調定実績等を踏まえた見込額を計上、H20

年度以降は年 1.3％の伸び（現計画案と同率）を見込んだ。 
○公債費 ・各年度の府債発行見込額から推計した。（発行金利：H18年度 2％、

H19年度 2.5％、H20年度以降 3.5％） ○交付税等 ・府税収入の伸び及び「骨太の方針 2006」の影響を踏まえ推計した。 
○税関連歳出 ・府税収入見込額から推計した。 ○一般歳入 ・税関連歳入については府税の伸びに連動、その他については原則として H19

年度以降は H18年度と同額とした。 ○その他 ・財政収支への影響が大きいと考えられる事業で、現行の事業計画
等を前提に現時点で事業費が見込めるものについては、個別に積
み上げを行った。 ○特定財源 ・現行制度をベースに歳出連動で見込んだ。 

 
【②  財政推計（平成１８年８月試算）】※P30・31「6財政収支の見通し」参照                                 （単位：億円） 

年  度 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

歳 
 
出 

義務的経費    12,833 12,770 13,100 12,950 12,750 12,650 12,500 

 

人件費    8,920 9,085 9,500 9,450 9,250 9,050 8,850 
 退職手当 
退職手当以外    664 

8,256 
762 

8,323 
1,200 
8,300 

1,250 
8,200 

1,250 
8,000 

1,150 
7,900 

1,150 
7,700 

扶助費 
公債費    436 

3,477 
418 

3,267 
450 

3,150 
450 

3,050 
450 

3,050 
450 

3,150 
450 

3,200 
税関連歳出(準義務的経費)    4,249 4,455 4,600 4,550 4,550 4,600 4,650 
投資的経費    2,950 2,899 3,100 2,850 2,900 2,650 2,650 
 公共 
単独    2,325 

625 
2,108 

791 
2,100 
1,000 

2,100 
750 

2,150 
750 

2,050 
600 

2,050 
600 

一般施策経費    9,057  10,946 11,000 11,000 11,050 11,150 11,050 
（歳出合計）    29,089 31,070 31,800 31,350 31,250 31,050 30,850 

歳 
 
入 

府税    11,952 12,535 14,100 14,200 14,400 14,550 14,750 
交付税・臨時財政対策債等    4,300 3,308 3,150 3,100 3,050 2,900 2,800 
一般歳入(地方消費税清算金等)    2,401 3,873 2,250 2,300 2,300 2,300 2,350 
特定財源    9,833 10,538 10,950 10,700 10,700 10,650 10,500 

 
国庫 
府債（通常債） 
貸付金償還金等 
府債（行革推進債等） 

   
2,928 
1,066 
5,794 

45 

2,458 
1,127 
6,753 

200 

2,450 
1,350 
6,750 

400 

2,450 
1,150 
6,700 

400 

2,450 
1,200 
6,650 

400 

2,450 
1,150 
6,650 

400 

2,450 
1,000 
6,650 

400 
（歳入合計）    28,486 30,254 30,450 30,300 30,450 30,400 30,400 

単年度財源不足額（歳入－歳出） A    △603 △816 △1,350 △1,050 △800 △650 △450 
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年  度 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

行財政計画(案)による 19年度以降の取組効果 B    － － 183 177 232 275 328 
単年度収支（A＋B） C    △603 △816 △1,167 △873 △568 △375 △122 
今回の追加取組目標 D    － － 140 280 340 395 410 
単年度収支（C＋D） E    △603 △816 △1,027 △593 △228 20 288 

 
減債基金からの借入    640 816 1,027 593 228 0 0 
減債基金活用後単年度収支    37 0 0 0 0 20 288 
減債基金借入後の累積収支    △197 △197 △197 △197 △197 △197 △197 

 
減債基金借入額累計    4,092 4,908 5,935 6,528 6,756 6,736 6,448 

 
 
【③  改革目標額】行財政計画（案）への追加取組み ※P8「改革目標額」参照                                （単位：億円） 

年  度 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 
今回の追加取組目標（D） ア      140 280 340 395 410 

府 
の 
取 
組 

施策の再構築       64 105 140 180 185 

 一般施策 
建設事業 

 
    

   35 
29 

60 
45 

95 
45 

130 
50 

130 
55 

組織等の再構築       66 165 185 200 210 

 
組織･定数､勤務条件見直し       65 160 175 190 200 
出資法人の見直し 
※(  )は一般施策に計上した再掲分を含む数値      1 

(4) 
5 

(9) 
10 

(14) 
10 

(14) 
10 

(14) 
歳入の確保       10 10 15 15 15 

 計 イ      140 280 340 395 410 

差し引き取組目標（ア－イ） ウ      0 0 0 0 0 
 



28 
 

28 

 
（参考）「行財政計画（案）の取組み」と「行財政改革プログラム（案）による追加取組み」のトータル 
 （ア）行財政計画（案）の取組み ※P9「現計画（案）の取組み」・P31「下表（D）の現計画（案）による H19年度以降の取組み効果」参照         （単位：億円） 

年  度 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

府 
の 
取 
組 

施策の再構築    89 132 129 
(142+△13) 

145 
(151+△6) 

164 
(165+△1) 

182 
(178+4) 

202 
(193+9) 

 
施策・建設事業の重点化    

 119 172 189 
(182+7) 

205 
(191+14) 

224 
(205+19) 

242 
(218+24) 

262 
(233+29) 

再生重点枠    △30 △40 △60 
(△40＋△20) 

△60 
(△40＋△20) 

△60 
(△40＋△20) 

△60 
(△40＋△20) 

△60 
(△40＋△20) 

組織等の再構築    145 187 256 
(200+56) 

236 
(148+88) 

299 
(161+138) 

342 
(161+181) 

390 
(161+229) 

 
組織･定数､勤務条件見直し     139 167 231 

(180+51) 
216 

(128+88) 
279 

(141+138) 
322 

(141+181) 
345 

(141+204) 
出資法人見直し(公の施設含む)    6 20 25 

(20+5) 
20 

(20+0) 
20 

(20+0) 
20 

(20+0) 
45 

(20+25) 
歳入の確保    174 158 141 

(1+140) 
96 

(1+95) 
96 

(1+95) 
91 

(1+90) 
91 

(1+90) 
 計    408 477 526 

(343+183) 
477 

(300+177) 
559 

(327+232) 
615 

(340+275) 
683 

(355+328) 
備  考 ※下段（ ）書きの計算式＝（現計画案による取組効果）＋（現計画案の取組のうち 19年度以降に見込まれる取組効果） 

 
（イ）行財政改革プログラム（案）による追加取組み ※P8「改革目標額」参照                               （単位：億円） 

年  度 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

府 
の 
取 
組 

施策の再構築      64 105 140 180 185 
 一般施策 
建設事業    

   35 
29 

60 
45 

95 
45 

130 
50 

130 
55 

組織等の再構築      66 165 185 200 210 
 組織･定数､勤務条件見直し 
出資法人見直し       65 

1 
160 

5 
175 
10 

190 
10 

200 
10 

歳入の確保      10 10 15 15 15 
 計      140 280 340 395 410  

（ウ）取組額の合計（ア＋イ）※P9「現計画（案）の取組みとプログラム（案）による追加取組みの合計」参照                     （単位：億円） 
年  度 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

府 
の 
取 
組 

施策の再構築    89 132 193 250 304 362 387 
 施策・建設事業の重点化 
再生重点枠    119 

△30 
172 
△40 

253 
△60 

310 
△60 

364 
△60 

422 
△60 

447 
△60 

組織等の再構築    145 187 322 401 484 542 600 
 組織･定数､勤務条件見直し 
出資法人見直し(公の施設含む)     139 

6 
167 
20 

296 
26 

376 
25 

454 
30 

512 
30 

545 
55 

歳入の確保    174 158 151 106 111 106 106 
 計    408 477 666 757 899 1,010 1,093 
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（６）財政再建プログラム（ＰＴ試案）平成２０年４月 
【① 財政推計の前提条件（平成２０年２月試算）】※「今後の財政収支の見通し（粗い試算）」P1参照 
◎推計期間：H20年度～33年度  ◎推計方法：従来の手法（減債基金からの借入、借換債の増発、府債の活用）を継続する場合と、継続しない場合の２パターンで推計 
◎推計ベース：通年編成を前提とした H20年度の予算編成作業上当初見込んでいた額を発射台として設定 
【 歳 出 】 

 

【 歳 入 】 
○人件費 ・職員数、給与単価等は H20年度ベースで試算した。（給与改定は見込

まず。） 
○府  税 ・H20年度以降は、年 1.3％の伸び（現行財政改革プログラム案と同率）を見込

んだ。ただし、30年度以降は、29年度と同額を見込んでいる。 
○公債費 ・各年度の府債発行見込額から推計した。（発行金利：H20 年度以降

2.5％） 
○交付税等 ・府税収入の伸び及び「骨太の方針 2006」の影響等を踏まえ推計した。 
○一般歳入 ・税関連歳入については府税の伸びに連動、その他については原則として H21

年度以降は 20年度と同額とした。 ○税関連歳出 ・府税収入見込額から推計した。 
○その他 ・原則、H20年度に予定していた事業費と同額を見込んでいるが、財政

収支への影響が大きいと考えられる事業で、現行の事業計画等を前提
に現時点で事業費を見込めるものについては、24年度までは個別に積
上げを行った。25年度以降は、原則、24年度と同額を見込んでいる。 

○特定財源 ・現行制度をベースに歳出連動で見込んだ。 
 《今後の取組》 

・今後の取組みについては、現時点で、改革内容が決まっている効果額についてのみ、行財政
改革プログラム案等による改革額として見込んでいる。  

【②－１財政推計（平成 20年 2月試算）】（ﾊﾟﾀｰﾝ１）従来手法を継続する場合（減債基金からの借入、借換債の増発、府債の活用） 
※今後の財政収支の見通し（粗い試算）P2「財政推計の長期推計（H20年 2月試算・概算）」参照                               （単位：億円） 

年  度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 

歳 
 
出 

義務的経費 12,833 12,628 12,686 12,390 12,430 12,320 12,230 12,260 12,250 12,010 11,800 11,730 11,430 11,260 11,240 11,230 11,170 

 

人件費 8,920 9,058 9,194 9,050 9,050 8,820 8,640 8,500 8,390 8,210 8,010 7,860 7,680 7,680 7,680 7,680 7,680 

 退職手当 
退職手当以外 

664 
8,256 

884 
8,174 

1,017 
8,177 

1,110 
7,940 

1,210 
7,840 

1,160 
7670 

1,110 
7,530 

1,110 
7,390 

1,120 
7,270 

1,070 
7,140 

1,000 
7,010 

940 
6,920 

840 
6,840 

840 
6,840 

840 
6,840 

840 
6,840 

840 
6,840 

扶助費 
公債費 

436 
3,477 

409 
3,161 

376 
3,116 

420 
2,920 

420 
2,960 

420 
3,080 

420 
3,170 

420 
3,340 

420 
3,440 

420 
3,380 

420 
3,370 

420 
3,450 

420 
3,330 

420 
3,160 

420 
3,140 

420 
3,130 

420 
3,070 

税関連歳出 4,249 4,423 4,478 4,420 4,520 4,770 4,690 4,700 4,760 4,820 4,880 4,940 5,010 5,010 5,010 5,010 5,010 
投資的経費 2,950 2,933 2,767 2,360 2,630 2,260 2,260 2,240 2,240 2,240 2,240 2,240 2,240 2,240 2,240 2,240 2,240 

 公共 
単独 

2,325 
625 

2,213 
720 

2,027 
730 

1,670 
690 

1,860 
770 

1,560 
700 

1,570 
690 

1,520 
720 

1,520 
720 

1,520 
720 

1,520 
720 

1,520 
720 

1,520 
720 

1,520 
720 

1,520 
720 

1,520 
720 

1,520 
720 

一般施策経費 9,057 10,922 10,699 10,790 10,880 10,830 10,800 10,820 10,710 10,710 10,710 10,730 10,750 10,770 10,770 10,750 10,750 

（歳出合計） 29,089 30,906 30,620 29,960 30,460 30,180 29,980 30,020 29,960 29,780 29,630 29,640 29,430 29,280 29,260 29,230 29,170 

歳 
 
入 

府税（※1） 11,952 12,806 14,280 14,370 14,320 14,750 14,820 15,000 15,190 15,380 15,570 15,760 15,960 15,960 15,960 15,960 15,960 
交付税等(臨財債､減収補てん債含む) 4,300 3,342 3,047 3,160 3,300 3,060 2,960 2,840 2,720 2,600 2,480 2,350 2,230 2,230 2,230 2,230 2,230 
一般歳入（地方消費税清算金等） 2,401 3,417 2,548 2,170 2,210 2,290 2,260 2,270 2,280 2,290 2,340 2,330 2,350 2,350 2,350 2,350 2,350 
特定財源 9,833 10,973 9,932 9,540 9,910 9,530 9,480 9,530 9,390 9,370 9,350 9,330 9,310 9,310 9,310 9,310 9,310 

 
国庫 
府債（通常債） 
貸付金償還金等 
府債（行革推進債等） 

2,928 
1,066 
5,794 

45 

2,519 
1,307 
7,087 

60 

2,407 
1,183 
6,192 

150 

2,190 
980 

6,100 
270 

2,250 
1,130 
6,130 

400 

2,200 
890 

6,090 
350 

2,180 
890 

6,060 
350 

2,130 
1,010 
6,040 

350 

2,110 
900 

6,030 
350 

2,090 
900 

6,030 
350 

2,080 
900 

6,020 
350 

2,070 
900 

6,010 
350 

2,050 
900 

6,010 
350 

2,050 
900 

6,010 
350 

2,050 
900 

6,010 
350 

2,050 
900 

6,010 
350 

2,050 
900 

6,010 
350 

（歳入合計） 28,486 30,538 29,807 29,240 29,740 29,830 29,520 29,640 29,580 29,640 29,740 29,770 29,850 29,850 29,850 29,850 29,850 

単年度財源不足額（歳入－歳出） A △603 △368 △813 △720 △720 △550 △460 △380 △380 △140 110 130 420 570 590 620 680 

（※1）H21以降、地方法人特別譲与税を含む 
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年  度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 

今後の取組            B    0 260 330 300 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 

取組後単年度（A＋B）      C △603 △368 △813 △720 △460 △220 △160 △180 △180 60 310 330 620 770 790 820 880 
 

（参考）改革工程表（H19.2試算）時点での取組後単年度収支 △719 △312 38 316   ↑単年度黒字化が H22から H26へ      

 
減債基金の活用（借入）      D 640 430 813 720 460 220 160 180 180 △60 △310 △330 △620 △770 △790 △820 △880 

減債基金活用後単年度収支（C＋D） E 37 62 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

減債基金活用後の累積収支 △197 △135 △135 △135 △135 △135 △135 △135 △135 △135 △135 △135 △135 △135 △135 △135 △135 

減債基金活用可能残高 2,664 2,639 2,230 2,080 2,310 2,790 3,380 3,880 3,540 3,150 2,260 1,600 1,750 1,600 1,930 2,650 3,090 

 

減債基金借入残高 4,092 4,522 5,335 6,055 6,515 6,735 6,895 7,075 7,255 7,195 6,885 6,555 5,935 5,165 4,375 3,555 2,675 

 

実質公債費比率  15.5％ 16.7％ 17.7％ 17.4％ 17.4％ 17.0％ 17.8％ 18.5％ 21.0％ 23.7％ 27.7％ 30.7％ 31.5％ 31.8％ 30.8％ 30.5％ 
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【②－２ 財政推計（平成 20年 2月試算）】（ﾊﾟﾀｰﾝ２）H20年度から減債基金からの借入､借換債の増発を止める場合(建設事業に充てる府債は活用)   
※今後の財政収支の見通し（粗い試算）P3「財政推計の長期推計（H20年 2月試算・概算）」参照                               （単位：億円） 

年  度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 

歳 
 
出 

義務的経費 12,833 12,628 12,686 12,380 12,380 12,240 12,110 12,120 12,080 11,820 11,600 11,520 11,200 11,010 10,990 10,970 10,910 

 

人件費 8,920 9,058 9,194 9,050 9,050 8,820 8,640 8,500 8,390 8,210 8,010 7,860 7,680 7,680 7,680 7,680 7,680 

 退職手当 
退職手当以外 

664 
8,256 

884 
8,174 

1,017 
8,177 

1,110 
7,940 

1,210 
7,840 

1,160 
7,670 

1,110 
7,530 

1,110 
7,390 

1,120 
7,270 

1,070 
7,140 

1,000 
7,010 

940 
6,920 

840 
6,840 

840 
6,840 

840 
6,840 

840 
6,840 

840 
6,840 

扶助費 
公債費 

436 
3,477 

409 
3,161 

376 
3,116 

420 
2,910 

420 
2,910 

420 
3,000 

420 
3,050 

420 
3,200 

420 
3,270 

420 
3,190 

420 
3,170 

420 
3,240 

420 
3,100 

420 
2,910 

420 
2,890 

420 
2,870 

420 
2,810 

税関連歳出 4,249 4,423 4,478 4,420 4,520 4,770 4,690 4,700 4,760 4,820 4,880 4,940 5,010 5,010 5,010 5,010 5,010 
投資的経費 2,950 2,933 2,757 2,360 2,630 2,260 2,260 2,240 2,250 2,250 2,250 2,250 2,250 2,250 2,250 2,260 2,250 

 公共 
単独 

2,325 
625 

2,213 
720 

2,027 
730 

1,670 
690 

1,860 
770 

1,560 
700 

1,570 
690 

1,520 
720 

1,530 
720 

1,530 
720 

1,530 
720 

1,530 
720 

1,530 
720 

1,530 
720 

1,530 
720 

1,530 
720 

1,530 
720 

一般施策経費 9,057 10,922 10,699 10,890 10,870 10,830 10,800 10,820 10,710 10,710 10,710 10,730 10,750 10,770 10,770 10,760 10,760 

（歳出合計） 29,089 30,906 30,620 30,050 30,400 30,100 29,860 29,880 29,800 29,600 29,440 29,440 29,210 29,040 29,020 28,990 28,930 

歳 
 
入 

府税（※1） 11,952 12,806 14,280 14,370 14,320 14,750 14,820 15,000 15,190 15,380 15,570 15,760 15,960 15,960 15,960 15,960 15,960 

交付税等(臨財債､減収補てん債含む) 4,300 3,342 3,047 3,160 3,300 3,060 2,960 2,840 2,720 2,600 2,480 2,350 2,230 2,230 2,230 2,230 2,230 

一般歳入（地方消費税清算金等） 2,401 3,417 2,548 2,170 2,210 2,290 2,260 2,270 2,280 2,290 2,340 2,340 2,360 2,360 2,360 2,360 2,360 

特定財源 9,833 10,973 9,932 9,270 9,510 9,180 9,130 9,180 9,050 9,030 9,000 8,980 8,960 8,960 8,960 8,960 8,960 

 
国庫 
府債（通常債） 
貸付金償還金等 
府債（行革推進債等） 

2,928 
1,066 
5,794 

45 

2,519 
1,307 
7,087 

60 

2,407 
1,183 
6,192 

150 

2,190 
980 

6,100 
0 

2,250 
1,130 
6,130 

0 

2,200 
890 

6,090 
0 

2,180 
890 

6,060 
0 

2,130 
1,010 
6,040 

0 

2,110 
900 

6,040 
0 

2,100 
900 

6,030 
0 

2,080 
900 

6,020 
0 

2,070 
900 

6,010 
0 

2,050 
900 

6,010 
0 

2,050 
900 

6,010 
0 

2,050 
900 

6,010 
0 

2,050 
900 

6,010 
0 

2,050 
900 

6,010 
0 

（歳入合計） 28,486 30,538 29,807 28,970 29,340 29,280 29,170 29,290 29,240 29,300 29,390 29,430 29,510 29,510 29,510 29,510 29,510 

単年度財源不足額（歳入－歳出） A △603 △368 △813 △1080 △1060 △820 △690 △590 △560 △300 △50 △10 300 470 490 520 580 

（※1）H21以降、地方法人特別譲与税を含む 
行財政改革プログラム案等による改革額 B 
（※2）     260 330 300 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 
（※2）H21以降、具体的な改革項目・改革額が決定しているもの。 

単年度財源不足額（A＋B）    Ｃ    △1080 △800 △490 △390 △390 △360 △100 150 190 500 670 690 720 780 
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改革取組額 ※Ｃへの対応     D    1,100 900 900 800 800 600 600 400 400 0 0 0 0 0 

単年度収支（C＋D）       E 37 62 0 20 100 410 410 410 240 500 550 590 500 670 690 720 780 
減債基金の活用（借入）      
・単年度黒字からの返済（△） 640 430 813 △20 △100 △410 △410 △410 △240 △500 △550 △590 △500 △670 △690 △245 0 

累積収支 △197 △135 △135 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 475 1,255 

減債基金活用可能残高 2,664 2,639 2,230 1,950 1,550 1,820 2,000 3,080 3,160 3,680 3,340 3,100 3,060 3,670 4,590 5,210 5,490 

 

減債基金借入残高 4,092 4,522 5,335 5,315 5,215 4,805 4,395 3,985 3,745 3,245 2,695 2,105 1,605 935 245 0 0 

 

実質公債費比率  15.5％ 16.7％ 17.7％ 18.8％ 20.7％ 21.6％ 22.2％ 20.3％ 20.8％ 20.4％ 23.0％ 24.3％ 24.8％ 23.8％ 21.3％ 19.9％ 

 
 
【PT試案改革目標額】※財政再建プログラム試案（H20.4）P２「3改革目標額」参照  
※（パターン 2）上表の Dに対する改革取組目標        （単位：億円） 

  17 18 19 20 21 22 

府 
の 
取 
組 

一般施策経費    330 520 520 
建設事業    70 90 90 

人件費    
 

300 
～

400 

（※） 
450 
～ 

600 

（※） 
450 
～ 

600 

歳入等の確保    
300 
～

400 
α α 

 合 計    1,100 
1,060 
～ 

1,210 
＋α 

1,060 
～ 

1,210 
＋α 

（※）H21,H22年度の人件費の目標額は、H20目標額を平年ベースに置き換えたもの 
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（７）財政再建プログラム（案）平成２０年６月 
【① 財政推計の前提条件】※「今後の財政収支の見通し（粗い試算改定版）平成 20年 6月試算」参照 
◎推計期間：H20年度～33年度  ◎推計ベース：H20年度本格予算案を基本とし、財政再建プログラム案に基づく取組みを織り込んだ上で推計 
【 歳 出 】 

 

【 歳 入 】 
○人件費 ・職員数は現時点での定数削減計画、給与単価等はプログラム案に基づ

く削減案を踏まえ試算した。（給与改定は見込まず。） 
○府  税 ・H22 年度までは、伸び率をゼロ、H23 年度以降は年 1.3％の伸びを見込んだ。

（ただし、H30年度以降は、H29年度と同額を見込んでいる。） 
○公債費 
○税関連歳出 
○その他 

・各年度の府債発行額から推計した。（発行金利：H20年度以降 2.5％） 
・府税収入見込額から推計した。 
・原則、H20年度本格予算案と同額を見込んでいるが、財政収支への影
響が大きいと考えられる事業で、事業計画等を前提に現時点で事業費
が見込めるものについては、H24 年度までは個別に積上げを行った。
（H25年度以降は、原則、H24年度と同額を見込んでいる。） 

 

○交付税等 ・府税収入の伸び等を踏まえ推計した。 
○一般歳入 ・税関連歳入については府税の伸びに連動、その他については原則として H21

年度以降は H20年度本格予算と同額とした。 
○特定財源 ・現行制度をベースに歳出連動で見込んだ。 

  

 
【② 財政推計（平成２０年７月試算）予算修正反映後】※税伸び率…H21～22：±0％、H23～29：＋1.3％、H30～：±0％ 金利 H21～33：2.5％ 

※今後の財政収支の見通し（粗い試算改定版）「財政収支の長期推計（H20年 7月試算・概算）」参照                               （単位：億円） 
年  度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 

歳 
 
出 

義務的経費   12,609 12,196 11,767 11,567 11,830 11,840 11,810 11,450 11,220 11,120 10,770 10,560 10,500 10,460 10,370 

 

人件費   9,131 8,802 8,477 8,187 8,410 8,270 8,150 7,970 7,770 7,620 7,430 7,430 7,430 7,430 7,430 

 退職手当 
退職手当以外   1,098 

8,033 
1,027 
7,775 

1,100 
7,377 

1,040 
7,147 

1,010 
7,400 

1,000 
7,270 

1,020 
7,130 

970 
7,000 

900 
6,870 

840 
6,780 

740 
6,690 

740 
6,690 

740 
6,690 

740 
6,690 

740 
6,690 

扶助費 
公債費   364 

3,114 
413 

2,981 
410 

2,880 
410 

2,970 
410 

3,010 
410 

3,160 
410 

3,250 
410 

3,070 
410 

3,040 
410 

3,090 
410 

2,930 
410 

2,720 
410 

2,660 
410 

2,620 
410 

2,530 
税関連歳出   4,459 4,405 4,450 4,630 4,550 4,560 4,620 4,680 4,740 4,800 4,860 4,860 4,860 4,860 4,860 
投資的経費   3,030 2,026 2,440 2,110 2,100 2,090 2,090 2,090 2,090 2,090 2,090 2,090 2,090 2,090 2,090 

 公共 
単独   2,286 

744 
1,461 

565 
1,730 

710 
1,480 

630 
1,460 

640 
1,460 

630 
1,460 

630 
1,460 

630 
1,460 

630 
1,460 

630 
1,460 

630 
1,460 

630 
1,460 

630 
1,460 

630 
1,460 

630 
一般施策経費   10,577 10,621 10,568 10,500 10,523 10,493 10,383 10,383 10,383 10,383 10,423 10,443 10,433 10,433 10,433 

（歳出合計）   30,675 29,248 29,225 28,807 29,003 28,983 28,903 28,603 28,433 28,393 28,143 27,953 27,883 27,843 27,753 

歳 
 
入 

府税   14,255 13,985 13,740 13,940 14,000 14,170 14,350 14,530 14,710 14,890 15,070 15,070 15,070 15,070 15,070 
交付税等(臨財債､減収補てん債含む)   3,051 3,495 3,670 3,650 3,550 3,400 3,290 3,180 3,060 2,950 2,830 2,830 2,830 2,830 2,830 
一般歳入（地方消費税清算金等）   1,946 2,520 2,260 2,300 2,250 2,200 2,220 2,240 2,270 2,290 2,320 2,320 2,320 2,320 2,320 
特定財源   10,828 9,248 9,284 9,024 9,031 9,051 8,881 8,861 8,841 8,821 8,801 8,801 8,801 8,801 8,801 

 
国庫 
府債（通常債） 
貸付金償還金等 
府債（行革推進債等） 

  

2,540 
1,174 
6,964 

150 

2,084 
844 

6,135 
185 

2,154 
1,060 
6,070 

0 

2,104 
840 

6,080 
0 

2,141 
860 

6,030 
0 

2,111 
920 

6,020 
0 

2,091 
800 

5,990 
0 

2,081 
800 

5,980 
0 

2,061 
800 

5,980 
0 

2,041 
800 

5,980 
0 

2,031 
800 

5,970 
0 

2,031 
800 

5,970 
0 

2,031 
800 

5,970 
0 

2,031 
800 

5,970 
0 

2,031 
800 

5,970 
0 

（歳入合計）   30,080 29,248 28,954 28,914 28,831 28,821 28,741 28,811 28,881 28,951 29,021 29,021 29,021 29,021 29,021 

単年度財源不足額（歳入－歳出） A   △595 0 △271 107 △172 △162 △162 208 448 558 878 1,068 1,138 1,178 1,268 

※H19年度は決算見込額を記載したもの。        ※H20年度のみ、歳出に繰上充用金、歳入に赤字雑入を含む。  
※H21年度以降の府税には、地方法人特別譲与税を含む。 ※上記には、行財政改革プログラム案等による改革のうち、具体的な改革内容が決定しているものを織り込んでいる。 
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②－１ 財源不足額への対応（パターン①）財プロ案に基づく取組額を織り込んだ 6,500億円のケース                
※今後の財政収支の見通し（粗い試算改定版）「財政収支の長期推計（H20年 7月試算・概算）」パターン①参照                         （単位：億円） 

年  度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 
単年度財源不足額         A   △595 0 △271 107 △172 △162 △162 208 448 558 878 1,068 1,138 1,178 1,268 

 
合計 6,500億円 

粗い試算(H20.2試算)に基づく取組額 B    1,100 880 900 820  800 600 600 400 400      
 
取組調整額(H20.7試算) ※Ｂの外数 
・( )書きは上段の内数、予算修正に伴う取組
効果額の減少分            C 

    31 
(31) 

33 
(33) 

292 
(12) 272 72 72 △128 △128 △528 △528 △528 △528 △528 

 
単年度収支（A＋C）        D   △595 0 △240 140 120 110 △90 280 320 430 350 540 610 650 740 
減債基金の活用（借入）        680 0 0 0 △20 △110 0 △190 △320 △430 △350 △540 △610 △650 △740 
累積収支               △50 0 △240 △100 0 0 △90 0 0 0 0 0 0 0 0 
減債基金活用可能残高   2,358 2,185 1,930 1,780 1,540 2,120 1,990 2,120 1,510 1,030 990 1,300 2,150 3,160 4,150 

 
減債基金借入残高   5,202 5,202 5,202 5,202 5,182 5,072 5,072 4,882 4,562 4,132 3,782 3,242 2,632 1,982 1,242 

 
実質公債費比率   16.7％ 17.8％ 18.7％ 20.6％ 21.4％ 22.5％ 20.9％ 21.9％ 21.6％ 24.9％ 26.8％ 27.4％ 25.8％ 22.4％ 20.4％ 
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②－２ 財源不足額への対応（パターン②）実質公債費比率を早期健全化基準以上にしないケース                     
※今後の財政収支の見通し（粗い試算改定版）「財政収支の長期推計（H20年 7月試算・概算）」パターン②参照                         （単位：億円） 

年  度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 
単年度財源不足額         A   △595 0 △271 107 △172 △162 △162 208 448 558 878 1,068 1,138 1,178 1,268 

 
合計 6,500億円 

粗い試算(H20.2試算)に基づく取組額 B    1,100 880 900 820  800 600 600 400 400      
 
取組調整額(H20.7試算) ※Ｂの外数 
・( )書きは上段の内数で,予算修正に伴う取組
効果額の減少分           C 

    31 
(31) 

33 
(33) 

292 
(12) 272 72 72 △128 △128 △528 △528 △528 △528 △528 

 
合計 1,270億円 

要対応額 ※Ｂ・Ｃの外数     G 
（さらに取組みが必要となる額）     250 200 120 140 140 140 140 140 0 0 0 0 0 

※Ｃ・Ｇは、各年度の予算編成過程において対応 
 

単年度収支（A＋C＋G）      H   △595 0 10 340 240 250 50 420 460 570 350 540 610 650 740 

減債基金の活用（借入）       I   680 0 △10 △340 △240 △250 △50 △420 △460 △570 △350 △540 △610 △650 △712 

累積収支             J   △50 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28 

減債基金活用可能残高   2,358 2,185 1,700 1,890 1,875 2,710 2,545 2,900 2,430 2,090 2,050 2,360 3,210 4,220 5,180 
 

減債基金借入残高   5,202 5,202 5,192 4,852 4,612 4,362 4,312 3,892 3,432 2,862 2,512 1,972 1,362 712 0 
 
実質公債費比率   16.7％ 17.8％ 18.7％ 20.6％ 21.4％ 22.3％ 20.6％ 21.1％ 20.7％ 23.3％ 24.7％ 24.9％ 23.3％ 20.3％ 18.5％ 
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○ 財政再建プログラム（案）における要対応額（パターン２） 
※財源不足額（要対応額・取組額）                                                  （単位：億円） 

年  度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 

粗い試算(H20.2試算)に基づく取組額 B    1,100 880 900 820  800 600 600 400 400 － － － － － 

取組調整額(H20.7試算)       C    － 31 33 292 272 72 72 △128 △128 △528 △528 △528 △528 △528 

要対応額 ※Ｂ・Ｃの外数     G    － 250 200 120 140 140 140 140 140 0 0 0 0 0 

計（B＋C＋G）    1,100 1,161 1,133 1,232 1,212 812 812 412 412 △528 △528 △528 △528 △528 

 
 
【③－１ 府の取組み（改革目標額）】※財政再建プログラム（案）（P財 9参照） 
※平成 20年度本格予算反映後 

年  度 20 21 22 

府 
の 
取 
組 

一般施策経費 243 322 335 

 
事務事業 
出資法人 
公の施設 

215 
24 

4 

281 
34 

7 

294 
33 

8 
建設事業 75 75 80 
人件費 329 452 452 
歳入の確保 453 α α 

計 1,100 849 
＋α 

867 
＋α 

 
【③－２ 府の取組み（改革目標額に対する取組実績）】※H21～H23改革工程表参照 
※各年度当初予算額ベース                              ※各年度最終予算額ベース 

年  度 20 21 22 

取組実績⇒ 

21 22 23 

府 
の 
取 
組 

一般施策経費 243 321 344 244 316 359 

 
事務事業 
出資法人 
公の施設 

215 
24 

4 

280 
35 

6 

299 
36 

9 

216 
24 

4 

275 
35 

6 

310 
39 
10 

建設事業 75 87 81 75 83 81 
人件費 329 470 484 329 470 484 
歳入の確保 453 477 380 443 145 25 

計 1,100 1,355 1,289 1,091 1,014 949 
※21・22年度の歳入の確保に係る当初予算額ベースと最終予算額ベースとの比較による減少理由について 
・21年度…当初予算編成後の人件費及び府税収入の減に伴う税関連歳出の減に伴い、財政調整基金の活用（取崩し）が不要となったため。 
・22年度…当初予算編成後の税収増に伴い、財政調整基金（取崩し）の活用が不要となったため。
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（８）財政構造改革プラン（案）平成２２年１０月 
【① 財政推計の前提条件】※「今後の財政収支の見通し（粗い試算）平成 22年 8月試算」参照 
◎推計期間：H23年度～42年度  ◎推計ベース：H22年度当初予算を基本として推計 
【 歳 出 】   

 
 
【 歳 入 】 

 
見込めるものについては、H26年度まで個別に積上げを行った。（H27年度以降 
は、原則、H26年度と同額）※将来リスクは、別途改革プランで点検 
 

○人件費 
 

・職員数は現時点での定数削減計画を反映。今後の給与改定は考慮せず。
H36年度以降は、H35年度と同額を見込む。 

○社会保障関係 
 費 

・現制度下における社会保障関係経費を推計。国制度改正による影響が
不明な H26年度以降は、H25年度と同額を見込む。 ○府  税 ・経済財政の中長期試算（H22年 6月内閣府）で想定されている慎重シナリオに

おける名目経済成長率より見込む。法人二税超過課税は継続と仮定して試算。 ○公債費 
 

・経済財政の中長期試算（H22年 6月内閣府）で想定されている慎重シ
ナリオにおける名目長期金利より見込む。 ○交付税等 ・H22年度普通交付税の決定額をベースに府税と社会保障関係費の推計を反映。 

○税関連歳出 ・府税収入の見込み額から推計した。 ○一般歳入 ・税関連歳入については府税の伸びに連動、その他については、H23年度以降は
原則 H22年度当初予算と同額。 ○その他 ・原則、H22年度当初予算と同額を見込んでいるが、財政収支への影響

が大きいと考えられる事業で、事業計画等を前提に現時点で事業費が ○特定財源 ・現行制度をベースに歳出連動。 
【② 財政推計（平成２２年８月試算）】※今後の財政収支の見通し（粗い試算）「財政収支の長期推計（H22年 8月試算・概算）」参照  

※税伸び率…H23：＋1.6％、H24：＋1.7％、H25～32：＋1.6％ H33～35：＋1.9％、H36：＋1.7％、H37以降：±0％ 
※金利設定（10年債）…H23：1.7％、H24：1.8％、H25～26：2.0％、H27～31：2.2％、H32～34：3.2％、H35以降：3.7％                  （単位：億円） 

年  度 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 

歳 
 
出 

人件費 8,286 8,457 8,690 8,590 8,500 8,360 8,190 8,070 7,900 7,830 7,750 7,670 7,640 7,600 7,530 7,530 7,530 

 退職手当 
退職手当以外 

1,006 
7,280 

997 
7,460 

1,000 
7,690 

1,010 
7,580 

1,030 
7,470 

990 
7,370 

920 
7,270 

880 
7,190 

790 
7,110 

780 
7,050 

760 
6,990 

720 
6,950 

730 
6,910 

730 
6,870 

700 
6,830 

700 
6,830 

700 
6,830 

社会保障関係経費 3,048 3,374 3,470 3,490 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 
公債費 2,790 2,915 2,870 3,150 3,300 3,320 3,250 3,240 3,090 2,940 2,830 2,840 2,690 2,910 3,410 3,470 3,630 
税関連歳出 4,265 4,223 4,130 4,200 4,270 4,340 4,400 4,470 4,550 4,620 4,690 4,770 4,850 4,950 5,040 5,120 5,120 
投資的経費 2,303 2,148 2,060 2,240 2,090 2,010 2,010 2,010 2,010 2,010 2,010 2,010 2,010 2,010 2,010 2,010 2,010 

 公共 
単独 

1,349 
954 

1,434 
714 

1,410 
650 

1,460 
780 

1,400 
690 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

一般施策経費 10,962 18,067 11,450 11,420 11,200 11,200 11,210 11,210 11,200 11,200 11,200 11,200 11,220 11,200 11,200 11,200 11,200 

（歳出合計） 31,654 39,184 32,670 33,090 32,960 32,830 32,660 32,600 32,350 32,200 32,080 32,090 32,010 32,270 32,790 32,930 33,090 

歳 
 
入 

府税・地方法人特別譲与税 11,410 10,563 10,720 10,890 11,050 11,220 11,390 11,560 11,740 11,910 12,090 12,270 12,490 12,710 12,940 13,150 13,150 
交付税（臨財債､減収補てん債含む） 5,544 6,730 6,620 6,650 6,710 6,640 6,410 6,160 5,960 5,770 5,570 5,360 5,130 4,890 4,640 4,380 4,380 
一般歳入（地方消費税清算金等） 1,637 9,115 2,220 2,370 2,220 2,240 2,260 2,350 2,320 2,350 2,380 2,420 2,460 2,490 2,530 2,570 2,570 
特定財源 13,374 12,776 12,740 12,770 12,520 12,420 12,400 12,380 12,360 12,350 12,340 12,330 12,320 12,300 12,290 12,290 12,290 

 
国庫 
府債（通常債） 
貸付金償還金等 
府債（行革推進債等） 

3,891 
1,140 
8,313 

30 

2,395 
891 

9,420 
70 

2,450 
980 

9,310 
0 

2,460 
1,080 
9,230 

0 

2,420 
890 

9,210 
0 

2,370 
850 

9,200 
0 

2,350 
850 

9,200 
0 

2,330 
850 

9,200 
0 

2,310 
850 

9,200 
0 

2,300 
850 

9,200 
0 

2,290 
850 

9,200 
0 

2,280 
850 

9,200 
0 

2,270 
850 

9,200 
0 

2,270 
850 

9,180 
0 

2,260 
850 

9,180 
0 

2,260 
850 

9,180 
0 

2,260 
850 

9,180 
0 

（歳入合計） 31,965 39,184 32,300 32,680 32,500 32,520 32,460 32,450 32,380 32,380 32,380 32,380 32,400 32,390 32,400 32,390 32,390 

単年度財源不足額（歳入－歳出） A 311 0 △370 △410 △460 △310 △200 △150 30 180 300 290 390 120 △390 △540 △700 
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実質公債費比率 16.6％ 17.2％ 17.9％ 19.2％ 19.3％ 20.9％ 23.4％ 25.7％ 27.2％ 26.4％ 24.4％ 24.7％ 24.6％ 25.0％ 22.8％ 24.6％ 27.5％ 

実質公債費比率 25％を超えないための対応額
（必要復元額）          Ｂ 52 228 290 290 290 290 290  30 180 300 290 310 

 
要対応額（Ａ＋Ｂ）       C － － 660 700 750 600 490 150 － － － － － － 390 540 700 

 
上記対応後の実質公債費比率 16.6％ 17.2％ 17.9％ 19.2％ 19.2％ 20.5％ 22.4％ 24.1％ 24.9％ 24.0％ 22.2％ 22.3％ 21.6％ 21.8％ 19.8％ 21.0％ 23.0％ 

 
【② 財政推計（平成２２年８月試算）】※つづき 

年  度 38 39 40 41 42 

歳 
 
出 

人件費 7,530 7,530 7,530 7,530 7,530 

 退職手当 
退職手当以外 

700 
6,830 

700 
6,830 

700 
6,830 

700 
6,830 

700 
6,830 

社会保障関係経費 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 
公債費 3,250 2,960 3,130 3,010 2,870 
税関連歳出 5,120 5,120 5,120 5,120 5,120 
投資的経費 2,010 2,010 2,010 2,010 2,010 

 公共 
単独 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

1,340 
670 

一般施策経費 11,200 11,200 11,200 11,200 11,200 
（歳出合計） 32,710 32,420 32,590 32,470 32,330 

歳 
 
入 

府税 13,150 13,150 13,150 13,150 13,150 
交付税（臨財債､減収補てん債含む） 4,380 4,380 4,380 4,380 4,380 
一般歳入（地方消費税清算金等） 2,570 2,570 2,570 2,570 2,570 
特定財源 12,290 12,290 12,290 12,290 12,290 

 
国庫 
府債（通常債） 
貸付金償還金等 
府債（行革推進債等） 

2,260 
850 

9,180 
0 

2,260 
850 

9,180 
0 

2,260 
850 

9,180 
0 

2,260 
850 

9,180 
0 

2,260 
850 

9,180 
0 

（歳入合計） 32,390 32,390 32,390 32,390 32,390 
単年度財源不足額（歳入－歳出） A △320 △30 △200 △80 60 

 
実質公債費比率 30.6％ 27.8％ 24.4％ 21.8％ 21.1％ 

実質公債費比率 25％を超えないための対応額
（必要復元額）          Ｂ 

 
要対応額（Ａ＋Ｂ） 320 30 200 80 － 

 
上記対応後の実質公債費比率 24.9％ 22.3％ 19.3％ 16.8％ 15.9％ 
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○ 財政構造改革プラン（案）における要対応額                                             （単位：億円） 

年  度 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 

要対応額（Ａ＋Ｂ）               C 660 700 750 600 490 150 － － － － － － 390 540 700 

合計 2,110億円 D 
 
※今後の財政収支の見通し（粗い試算）「財政収支の長期推計（H22年 8月試算・概算）」参照  
平成 21年度決算剰余金の１／２活用額    E 311億円 

 

差引要対応額（D－E）           F 1,799億円 

H23～H25対応額 ※Fを 3年間で平準化 600 600 600 

 
 
【②－１ 府の取組み（改革目標額）】※財政構造改革プラン（案）平成 22年 10月 P6参照 

年  度 23 24 25 

 

国への制度提言（社会保障関係）実現によるもの 

府 
の 
取 
組 

歳出改革 75 110 110 
項  目 計画期間中に 

実現をめざす 
将来の姿として 
実現をめざす 

 
事務事業 69 99 99 
出資法人 1 4 4 ○具体的な制度提言の実現（現時点で試算可能なもの） 

決算額と基準財政需要額の乖離是正 約 370 億円  
公の施設 5 7 7 

歳入の確保 50 65 75 

○ナショナル・ミニマムの全額国庫負担化  
約 2,000億円－α 
α：地方財政上の取扱い 
 が変更された場合に 
生じる減 

予算編成における取組みなど 205 155 145 
人件費 270 270 270 

計 600 600 600 
 
【③－２ 府の取組み（改革目標額）】※H23.2～H26.2改革工程表参照 
※各年度当初予算額ベース                          ※各年度最終予算額ベース 

年  度 23 24 25 

取組実績⇒ 

23 24 25 

府 
の 
取 
組 

歳出改革 88 116 126 94 121 131 

 
事務事業 81 106 114 87 110 119 
出資法人 1 3 3 1 3 3 
公の施設 6 7 9 6 8 9 

歳入の確保 58 81 103 66 113 125 
予算編成における取組みなど 205 155 145 205 155 145 
人件費 270 270 270 270 270 270 

計 621 622 644 635 659 671 
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６ 行財政計画の取組内容及び実績（効果額） 
【計画別・年度別】 

 
○ 行政改革大綱（H8.1）・財政健全化方策（案）（Ｈ ８ ~Ｈ１０）取組実績・職員数 ・・・・・・・・・・ 
○ 財政再建プログラム（案）（Ｈ１１~Ｈ１３）取組実績・職員数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
○ 行財政計画（案）（Ｈ１４~Ｈ１６）取組実績・職員数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
○ 行財政計画（案）【改定版】・行財政改革プログラム（案）（Ｈ１７~Ｈ１９）取組実績・職員数 ・・・・・ 
○ 財政再建プログラム（案）（Ｈ２０~Ｈ２２）取組実績・職員数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
○ 財政構造改革プラン（案）（Ｈ２３~Ｈ２５）取組実績・職員数・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

４２ 
４４ 
４６ 
４８ 
５０ 
５２ 

 
 
【記載内容】 
１ 行革取組について 
○ 行革取組は、平成 8年度以降の取組実績にかかる主な内容を記載したものです。一部、当初予算額ベースとなっています。 
○ 取組内容・効果額等のデータは、各行革計画の改革工程表等の記載内容をまとめたものです。 
○ 各行革計画で取組みの方針や内容、実績（効果額）のまとめ方に差異があるため、本資料の作成に際しては、概ね類似（共通） 
していると思われる取組み内容や実績（効果額）等にまとめた上で、比較し易いように編集したものとなっています。 

○ 効果額について、8年度から 19年度まで事業費ベース、20年度以降は一般財源ベースとなっています。 
○ 職員数削減効果額は職員費１千万円／人で算出したものです。 

 
２ 職員数について（財政ノート参照） 
【４／１現在人数について】 
○ 職員数は、各年度 4月 1日現在の、一般職（教育長含む。）に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、 

派遣職員などの定数条例対象外の職員を含み、臨時的任用職員又は非常勤職員を除く。 
○ 各部門の職員数は、総務省の定数管理調査の区分によるものであり、各部局等に配置されている職員数の区分とは異なる。 
○ 一般行政部門には知事部局における特別会計、企業会計のほか、各行政委員会事務局及び議会事務局を含む。ただし、 
平成 22年度以前の水道部は一般行政部門に含む、教育委員会事務局及び平成 16年度以前の大学等は、教育部門に含む。  
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６ 行 財 政 計 画 の 取 組 内 容 及 び 実 績 （ 効 果 額 ） 【 計 画 別 ・ 年 度 別 】 

 
○行政改革大綱（H8.1）・財政健全化方策（案）（H8.8） 
【H8～H10取組実績（事業費ベース）】  
項目 ／ 年度 平 成 ８ 年 度 平 成 ９ 年 度 平 成 １０ 年 度 

行革取組 主 な 取 組 内 容 効果額 
（億円） 主 な 取 組 内 容 効果額 

（億円） 
主 な 取 組 内 容 

 
効果額 
（億円） 

 

（１）歳 出 

○人員の削減（一般行政＋教育）△915人 ９１ ○人員の削減（一般行政＋教育）△899人   ９０ ○人員の削減（一般行政＋教育）△1,112人  １１１ 

  ○給与改定（平成 9年度人勧）1年間凍結   ８０ ○給与改定（平成 10年度人勧）1年間凍結 ７０ 

 
 
 
 

 
 

○特別職等給与・管理職手当カット 
（出資法人役員・管理職についても同様の措置） 

    ３ 
   

○特別職等給与・管理職手当カット【継続】 
○特殊勤務手当の見直し【平年度ベース】 
（97種類⇒47種類：平成 10年 12月から実施） 

 ３ 
    ７ 

 

○事務事業の見直し 
○シーリングによる歳出削減 
【平成７年度９月補正後比】 
（建設単独△10％、一般施策△15％） 
 

４７ 
１９２ 

 
 

○事務事業の見直し 
○シーリングによる歳出削減 
【平成８年度当初比】 
（建設単独△30％、一般施策△10％） 
 

  ８０ 
３１１ 

○事務事業の見直し 
○シーリングによる歳出削減 
【平成９年度当初比】 
（建設単独△30％、一般施策△10％(一部△

30％)） 

４４ 
 ２４９ 

○主要施設整備プロジェクトの凍結 
（庁舎行政棟・議会棟、現代芸術文化 C等） 

 ○主要施設整備プロジェクトの凍結【継続】  ○主要施設整備プロジェクトの凍結【継続】  

（ 小  計 ）  （３３０） （ 小  計 ） （５６４） （ 小  計 ） （４８４） 

（２）歳 入 

 
 
○府有財産の売払い 

 
 
４７ 

 
 
○府有財産の売払い 

 
  

  ４６ 

 
 
○府有財産の売払い 

 
 
６６ 

○使用料・手数料の改定 
（平年度ベース 16億円） 

     ８ 
 

○使用料・手数料の改定 
（平年度ベース 3億円） 

２ 
 

○使用料・手数料の改定 
（平年度ベース６億円） 

３ 
 

○超過課税の延長【平成 8年度実績】 
（平成 8年 11月 1日～平成 11年 10月 31日） 

 ３２９ 
 

○超過課税による増収【平成 9年度実績】 
（平成 8年 11月 1日～平成 11年 10月 31日） 
○府税収入の確保【課税調査、滞納整理の推進】 
（従来の取組によるものを含む 145億円） 

３０７ 
 

１０５ 

○超過課税による増収【平成 10年度実績】 
（平成 8年 11月 1日～平成 11年 10月 31日） 
○府税収入の確保【課税調査、滞納整理の推進】 
（従来の取組によるものを含む 160億円） 

２５０ 
 

６０ 

（ 小  計 ） （３８４） （ 小  計 ）  （４６０） （ 小  計 ） （３７９） 
 

（ 合  計 ） （７１４） （ 合  計 ） (１，０２４) （ 合  計 ） （８６３） 
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備 考 ※（H8～H10の 3年間トータル額）H14.2行財政計画（案）改革工程表「付属資料・行財政改革の取組実績」P1～2参照 
※（各年度の取組み）H12.9財政ノート P26参照 

 
 
【（参考）H8～H10 職員数】※上記の「人員の削減」と下記「前年度比」欄は一致しない。 
項目 ／ 年度 平 成 ８ 年 度 平 成 ９ 年 度 平 成 １０ 年 度 

職員数 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 
 
 一般行政部門 １６，６５３人 （－ ３９人） １６，４７８人 （－１７５人） １６，３３６人     （－１４２人） 

教 育 部 門 ５９，０５４人  （－７２５人） ５８，２３７人 （－８１７人） ５７，３５２人     （－８８５人） 

【 小 計 】 ７５，７０７人 （－７６４人） ７４，７１５人 （－９９２人） ７３，６８８人 （－１，０２７人） 

警 察 部 門 ２０，８１６人       （－ ７６人） ２１，１７７人 （＋３６１人） ２１，２６８人     （＋ ９１人） 

【 合  計 】 ９６，５２３人 （－８４０人） ９５，８９２人 （－６３１人） ９４，９５６人     （－９３６人） 
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○財政再建プログラム（案）（H10.9） 
【H11～H13取組実績（事業費ベース）】 
項目 ／ 年度 平 成 １１ 年 度 平 成 １２ 年 度 平 成 １３ 年 度 

行革取組 主 な 取 組 内 容 効果額 
（億円） 主 な 取 組 内 容 効果額 

（億円） 
主 な 取 組 内 容 

 
効果額 
（億円） 

 

（１）歳 出 

○人員の削減（一般行政＋教育）△1,351人 
 

１３５ 
 

○人員の削減（一般行政＋教育）△1,252人 
 

 １２５ 
 

○人員の削減（一般行政＋教育）△1,196人 
※教職員数定数改善計画に基づく増員は含まない 

１１９ 
 

○普通昇給 24月延伸、定数内特別昇給 3年間
停止 

１５０ 
 

○普通昇給 24月延伸、定数内特別昇給 3年間停
止【継続】（2年間の効果額合計 325億円） 

１７５ 
 

○普通昇給 24月延伸、定数内特別昇給 3年間停
止【継続】（3年間の効果額合計 400億円） 

  ７５ 
 

○特別職等給与・管理職手当カット【継続】 
○期末手当 0.3月カット 

  ３ 
１３５ 

○特別職等給与・管理職手当カット【継続】 
○期末勤勉手当 0.2月カット 

      ３ 
   ８９ 

 

○特別職等給与・管理職手当カット【継続】 
○期末手当 0.05月カット 

     ３ 
   ２１ 

○事務事業の見直し 
（財政再建プログラム(案)上の個別見直し） 
○シーリングによる歳出削減 
【平成 10年度当初比】 
（建設公共△10％・単独△50％、一般施策 
△30％） 

２０７ 
 

６３８ 

○事務事業評価による見直し 
（評価対象 1,173事業：うち休・廃止 145事業、
見直し 264事業） 

 
 

  １９０ 
 
 
 
 
 

○事務事業評価による見直し 
（評価対象 1,153事業：うち休・廃止 128事業、
見直し 196事業） 

 

 １９５ 

 
 

 ○公の施設改革プログラム策定 
（11年度末廃止 7施設、民間委託 1施設など） 

     ２ ○公の施設等見直し 
（12年度末廃止 4施設） 

 

○主要施設整備プロジェクトの凍結【継続】  ○主要施設整備プロジェクトの凍結【継続】  ○主要プロジェクト見直し 
（面・鉄軌道整備 3事業等） 
（主要施設 4構想廃止等） 

 

（ 小  計 ） (１，２６８) （ 小  計 ） (５８４) （ 小  計 ） （４１３） 

（２）歳 入 

 
 
○府有財産の売払い 

 
 

１２０ 

 
 
○府有財産の売払い 

 
   

  ８１ 

 
 
○府有財産の売払い 

 
   

   ７６ 

○使用料・手数料の改定 
（平年度ベース２億円） 

    １ 
 

○使用料・手数料の改定 
（平年度ベース 46億円） 

  ２１ 
 

○使用料・手数料の改定 
（平年度ベース 2億円） 

     １ 

○超過課税による増収【平成 11年度実績】 
（平成 11年 11月 1日～平成 14年 10月 31日） 
 
 
 
○府税収入の確保【課税調査、滞納整理の推進】 

２２８ 
 

 
 
 
１０１ 

○超過課税による増収 
（平成 11年 11月 1日～平成 14年 10月 31日） 
 
 
 
○府税収入の確保【課税調査、滞納整理の推進】 
 

２４４ 
 

   
 
 

  ９６ 

○超過課税による増収 
・法人事業税、法人府民税法人税割 
（平成 11年 11月 1日～平成 14年 10月 31日） 
・法人府民税均等割 
（平成 13年 4月 1日～平成 16年 3月 31日） 
○府税収入の確保【課税調査、滞納整理の推進】 
 

 ２５１ 
 
 
 
 

 １２８ 

（ 小  計 ） （４５０） （ 小  計 ） （４４２） （ 小  計 ） （４５６） 



45 
 

45 

 

 （ 合  計 ）  (１，７１８） （ 合  計 ） (１，０２６) （ 合  計 ） （８６９） 

備 考 ※（H11～H13の 3年間トータル額）H16.2行財政計画（案）改革工程表「付属資料・行財政改革の取組実績」P1～2参照 
※（各年度の取組み）H15.2行財政計画（案）進捗状況（改革工程表）の「付属資料・行財政改革の取組実績」P1～P2及び H15.9財政ノート P28～29参照 

 
 
【（参考）H11～H13 職員数】※上記の「人員の削減」と下記「前年度比」欄は一致しない。 
項目 ／ 年度 平 成 １１ 年 度 平 成 １２ 年 度 平 成 １３ 年 度 

職員数 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 
 
 一般行政部門 １６，０９９人    （－２３７人） １５，７９１人     （－３０８人） １５，４９９人     （－２９２人） 

教 育 部 門 ５６，１８０人 （－１，１７２人） ５４，９４４人 （－１，２３６人） ５３，４３６人 （－１，５０８人） 

【 小 計 】 ７２，２７９人 （－１，４０９人） ７０，７３５人 （－１，５４４人） ６８，９３５人 （－１，８００人） 

警 察 部 門 ２１，２４８人      （－ ２０人） ２１，２６１人    （＋ １３人） ２１，１７１人       （－ ９０人） 

【 合  計 】 ９３，５２７人 （－１，４２９人） ９１，９９６人 （－１，５３１人） ９０，１０６人 （－１，８９０人） 
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○行財政計画（案）（H13.9） 
【H14～H16取組実績（事業費ベース）】 
項目 ／ 年度 平 成 １４ 年 度 平 成 １５ 年 度 平 成 １６ 年 度 

行革取組 主 な 取 組 内 容 効果額 
（億円） 主 な 取 組 内 容 効果額 

（億円） 
主 な 取 組 内 容 

 
効果額 
（億円） 

 

（１）歳 出 

○人員の削減（一般行政＋教育）△510人 
※教職員数定数改善計画に基づく増員は含まない 

   ５１ 
 

○人員の削減（一般行政＋教育）△624人 
※教職員数定数改善計画に基づく増員は含まない 

   ６２ 
 

○人員の削減（一般行政＋教育）△408人 
※教職員数定数改善計画に基づく増員は含まない 

  ４１ 
 

○普通昇給 24月（H11･H12）延伸、定数内特
別昇給 4年間停止（H11～H14の 4年間効果
額）【継続】 

○給料表改定（ﾌﾟﾗｽ較差に対するﾏｲﾅｽ改定） 
【1～3月分（通年効果額 175億円）】 
 

  ４８０ 
 
 

   ４０  
 
  

○普通昇給 24月延伸、定数内特別昇給 4年間停
止（H11～14取組効果額の持続額 480億） 

○給料表改定（ﾌﾟﾗｽ較差に対するﾏｲﾅｽ改定） 
【H14改定分 135億、H15.1～3月分 45億（通
年効果額 105億）】 

 （４８０） 
 

１８０ 
 
 

○普通昇給 24月延伸、定数内特別昇給 4年間停
止(H11～14取組効果額の持続額 480億円） 

○給料表改定（ﾌﾟﾗｽ較差に対するﾏｲﾅｽ改定） 
【H15改定分 60億】 
 

（４８０） 
  

  ６０ 
 
 

○特別職等給与・管理職手当カット【継続】 
○期末手当 0.05月カット 
○超過勤務手当縮減、通期手当支給方法変更 

     ３ 
  ２０ 
  ２０ 

○特別職等給与・管理職手当カット【継続】 
○期末手当 0.25月カット 
 

     ３ 
 １０５ 

 

○特別職等給与・管理職手当カット【継続】 
 
 

    ３ 
 
 

  ○退職手当見直し    ２７ ○退職手当見直し 
○退職時特別昇給の廃止 

  ３５ 
  １０ 

○施策評価による見直し 
（評価対象 287施策 1,810事業：うち休・廃止

273事業、見直し 330事業、出資法人含む） 
※効果額は出資法人改革分を含まない 

 １９７ ○施策評価による見直し 
（評価対象 275 施策 1,843 事業：うち休・廃止

202事業、見直し 205事業） 

 １５１ ○施策評価による見直し 
（評価対象 277 施策 1,850 事業：うち休・廃止
180事業、見直し 168事業） 

  ６０ 

○建設事業の重点化  ２４０     

 
 
○公の施設改革プログラム策定 
（28施設のあり方、達成すべき数値目標設定） 

   
 

   ３ 

 
 
○公の施設等の見直し【対象施設 28施設】 
（改革プログラムに沿った施設あり方検討等） 

    
 

    ２ 

 
 
○公の施設等の見直し【対象施設 28施設】 
（改革プログラムに沿った施設あり方検討等） 

      
 

 ３ 

○主要プロジェクト見直し 
 

 ○主要プロジェクト見直し(点検･評価･方針決定)  ○主要プロジェクト見直し(点検･評価･方針決定)  

○出資法人の改革【集中取組期間H14～H16】 
（法人数の削減：10年間で半減に向け、期間中

2割削減）14年度△9法人 
（役職員数の削減：10年間で 2割削減に向け、
期間中 400名削減）14年度約△230人 

（補助金・委託料の削減：期間中に一般財源 1
割削減） 

  １１ ○出資法人の改革【集中取組期間H14～H16】 
（法人数の削減：10年間で半減に向け、期間中 2
割削減）15年度△4法人・累計△13法人 

（役職員数の削減：10 年間で 2 割削減に向け、
期間中 400 名削減）15 年度約△350 人・累計
約△580人  
（補助金・委託料の削減：期間中に一般財源 1割
削減） 

 

   ２ ○出資法人の改革【集中取組期間H14～H16】 
（法人数の削減：10年間で半減に向け、期間中 2
割削減）16年度△5法人・累計△17法人 

（役職員数の削減：10 年間で 2 割削減に向け、
期間中 400 名削減）16 年度約△290 人・累計
約△870人  

（補助金・委託料の削減：期間中に一般財源 1割
削減） 

 

  １０ 
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○経費の節減 
 

    
 

   ９ 

 
 
○経費の節減 

   
  

   ６ 

 
 
○経費の節減 

   
 

  ５ 

（ 小  計 ） (１，０７４) （ 小  計 ）  （５３８） （ 小  計 ） （２２７） 

（２）歳 入 

○府有財産の売払い １０５ ○府有財産の売払い   ９７ ○府有財産の売払い １３８ 

○使用料・手数料の改定   ５ ○使用料・手数料の改定    ２ ○使用料・手数料の改定  

○超過課税による増収 
○府税収入の確保【課税調査、滞納整理の推進】 

２５２ 
 ４１ 

○超過課税による増収 
○府税収入の確保【課税調査、滞納整理の推進】 

 ２６７ 
   ４０ 

○超過課税による増収 
○府税収入の確保【課税調査、滞納整理の推進】 

３０６ 
  ４３ 

○長期貸付金の前倒し償還   ９     

（ 小  計 ） （４１２） （ 小  計 ）  （４０６） （ 小  計 ） （４８７） 

 
（ 合  計 ） (１，４８６) （ 合  計 ）  （９４４） （ 合  計 ） （７１４） 

備 考 
※（H14～H16の 3年間の取組実績トータル額）H18.2行財政計画（案）改革工程表 P16～17参照 
※（H14・H15の取組実績）H16.2行財政計画（案）進捗状況（改革工程表）の「付属資料・行財政改革の取組実績」P1～P2参照 
※（H16の取組み）取組実績データなしのため、H16取組実績＝（H14～H16の 3年間トータル額）－（H14・H15年度の取組み）の差し引きにより算出した。 

 
 
【（参考）H14～H16 職員数】※上記の「人員の削減」と下記「前年度比」欄は一致しない。 
項目 ／ 年度 平 成 １４ 年 度 平 成 １５ 年 度 平 成 １６ 年 度 

職員数 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 
 
 一般行政部門 １５，１２５人 （－３７４人） １４，７５９人 （－３６６人） １４，４６５人 （－２９４人） 

教 育 部 門 ５３，０９２人 （－３４４人） ５２，７０３人 （－３８９人） ５１，９９９人 （－７０４人） 

【 小 計 】 ６８，２１７人 （－７１８人） ６７，４６２人 （－７５５人） ６６，４６４人 （－９９８人） 

警 察 部 門 ２１，４４５人 （＋２７４人） ２１，６７０人 （＋２２５人） ２１，８６１人 （＋１９１人） 

【 合  計 】 ８９，６６２人 （－４４４人） ８９，１３２人 （－５３０人） ８８，３２５人 （－８０７人） 
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○行財政計画（案）【改定版】（H16.11）・行財政改革プログラム（案）（H18.11） 
【H17～H19取組実績（事業費ベース）】 
項目 ／ 年度 平 成 １７ 年 度 平 成 １８ 年 度 平 成 １９ 年 度 
行革取組 主 な 取 組 内 容 効果額 

（億円） 主 な 取 組 内 容 効果額 
（億円） 

主 な 取 組 内 容 
 

効果額 
（億円） 

 

(１)  歳 出 

○人員の削減（一般行政＋教育）△746人 
（効果額は大学独法化による減等除く） 

   ４５ 
 

○人員の削減（一般行政＋教育）△3,190人 
（効果額は病院独法化による減等除く） 

 １８ 
 

 
 

 
 

○普通昇給 24月延伸、定数内特別昇給 4年間
停止(H11～14取組効果額の持続額480億円） 

 
 
 

 ４８０ 
 
 
 
   

○普通昇給 24月延伸、定数内特別昇給 4年間停
止(H11～14取組効果額の持続額 480億円） 

○給与水準（現給保障）引き下げ(17年度改定【通
年】と 18年度【1～3月】の効果計) 
○給与構造改革の給与水準引下げ(昇給停止分) 

（４８０） 
 

  ３４ 
 

  ４７ 

○普通昇給 24月延伸、定数内特別昇給 4年間
停止(H11～14取組効果額の持続額480億円） 
○給与水準（現給保障）引き下げ(18 年度改定
【通年】の効果計) 

 

 （４８０） 
 

   ８８ 
 
  

○特別職等給与・管理職手当カット、特殊勤務
手当等見直し 

○期末手当カット(管理職△6%、その他△4% 
など) 

○超過勤務手当縮減 

     ４ 
 

   ８１ 
 

    ５  

○特別職等給与・管理職手当カット、特殊勤務手
当等見直し 
○期末手当カット(管理職△6%、その他△4% 
など) 

 

    ４ 
 

  ８１ 
 
 

○特別職等給与・管理職手当カット 
 
○期末手当カット(管理職△6%、その他△4% 
など) 
○財政収支上の地域手当(10%)への対応 
 

     ２ 
 

   ８１ 
 

  ８０ 

○非常勤特別嘱託員制度見直し等 
○互助会補助金等縮減 

  ２５  
  ４    

○非常勤特別嘱託員制度見直し等 
○互助会補助金等縮減 

    ２ 
  ３２ 

○非常勤特別嘱託員制度見直し等 
 

   ３６ 
   

  ○教職員の新たな給与制度構築 
（定時制通信教育手当、給料調整額、産業教育手
当、部活動手当の改定） 

  １２ ○教職員の新たな給与制度構築 
（定時制通信教育手当、給料調整額、産業教育
手当、部活動手当の改定） 

  ２４ 

 
 
○施策評価による見直し 
（評価対象 275施策 1,869事業：うち休・廃止

195事業、見直し 136事業） 
○経費節減 

  
 

 １０１ 
 
 

   １０ 

 
 
○施策評価による見直し 
（評価対象 273 施策 1,851 事業：うち休・廃止

165事業、見直し 122事業） 
○経費節減 

   
 

 ６３ 
 
 

    ３ 

 
 
○施策評価による見直し 
（評価対象 273施策 1,851事業：うち休・廃止

165事業、見直し 122事業） 
 

  
 

 １１７ 
 
 
 

○建設事業の重点化 
（平成 16年度比：建設公共・単独△10%） 

 ２１３ 
 

  ○建設事業の重点化  １５７ 

○公の施設の改革      １ ○公の施設の改革     ３ ○公の施設の改革      １ 

○出資法人の改革    ５ ○出資法人の改革（効果額：5億円・再掲）   １１ ○出資法人の改革（効果額：5億円・再掲）      ８ 

○主要プロジェクト見直し 
（点検・評価を行い具体的な対応方針を決定） 

 ○主要プロジェクト見直し 
（点検・評価を行い具体的な対応方針を決定） 

   

（ 小  計 ）  （９７４） （ 小  計 ） （３１０） （ 小  計 ） （５９４） 
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(２)  歳 入 

 
○府有財産の売払い 
 

  
１４３ 

 
○府有財産の売払い 

 
２１５ 

 
○府有財産の売払い 

 
１６０ 

○使用料・手数料の改定      １ ○使用料・手数料の改定  ○使用料・手数料の改定  

○超過課税による増収 
○府税収入の確保【課税調査、滞納整理の推進】 

 ３３７ 
   ３０ 

○超過課税による増収 
○府税収入の確保【課税調査、滞納整理の推進】 

３８８ 
  ３５ 

○超過課税による増収 
○府税収入の確保【課税調査、滞納整理の推進】 

４１６ 
  ４０ 

○広告事業収入の確保（0.6億円）   １ ○広告事業収入の確保      ○広告事業収入の確保（0.8億円）     １ 

（ 小  計 ） （５１２） （ 小  計 ） （６３８） （ 小  計 ） （６１７) 

 
（ 合  計 ） (１，４８６) （ 合  計 ）  (９４８) （ 合  計 ） (１，２１１) 

備 考 
※（H17の取組実績）H18.2行財政計画（案）改革工程表 P16～17参照 
※（H17～H18の 2年間の取組実績トータル額、H19当初取組み）H19.2行財政計画（案）改革工程表 P18～19参照 
※（H18の取組実績）取組実績データなしのため、H18取組実績＝（H17～H18の 2年間の取組実績トータル額）－（H17の取組実績）の差し引きにより算出した。 
※（H19の取組実績）取組実績データなしのため、H19当初予算ベースの額を記載した。 

 
 
【（参照）H17～H19 職員数】※上記の「人員の削減」と下記「前年度比」欄は一致しない。 
項目 ／ 年度 平 成 １７ 年 度 平 成 １８ 年 度 平 成 １９ 年 度 

職員数 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 

 
 一般行政部門 １４，１５８人 （－３０７人） １０，８５０人 （－３，３０８人） １０，４８４人 （－３６６人） 

教 育 部 門 ５１，３２７人 （－６７２人） ５２，２０５人     （＋８７８人） ５２，４２６人 （＋２２１人） 

【 小 計 】 ６５，４８５人 （－９７９人） ６３，０５５人 （－２，４３０人） ６２，９１０人 （－１４５人） 

警 察 部 門 ２２，１３０人 （＋２６９人） ２２，５９１人      （＋４６１人） ２２，７９５人 （＋２０４人） 

【 合  計 】 ８７，６１５人 （－７１０人） ８５，６４６人 （－１，９６９人） ８５，７０５人 （＋ ５９人） 

備 考 （参考）公立大学法人大阪府立大学 H17.4.1設立 
※府立大学・大阪女子大学・府立看護大学の 3大学統合 

（参考）・地方独立行政法人大阪府立病院機構 H18.4.1設立 
※急性期総合医療 C・呼吸器ｱﾚﾙｷﾞｰ医療 C・精神医療 C・ 
成人病 C・母子保健総合医療 C 
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○財政再建プログラム（案）（H20.6） 
【H20～H22取組実績（一般財源ベース）】 
項目 ／ 年度 平 成 ２０ 年 度 平 成 ２１ 年 度 平 成 ２２ 年 度 

行革取組 主 な 取 組 内 容 効果額 
（億円） 主 な 取 組 内 容 効果額 

（億円） 主 な 取 組 内 容 効果額 
（億円） 

 

（１）歳 出 

 －  － （参考） 
・一般行政部門職員数削減（H22当初△314人） 
（H22～H26の 5年間で H21当初比△900人を
目指す）※財プロ案取組みの外枠 

－ 

○給料月額の時限的カット【H20.8~H22】 
（知事△30%、副知事△20%、教育長･水道企業
管理者△18%、指定職△16%、部長級△14%、
管理職△11.5%、管理職以外△9.5~△3.5%） 

 １９５ 
  
  

○給料月額の時限的カット【H20.8~H22】 
（ 同 左 ） 
 
 

２９５ 
 

○給料月額の時限的カット【H20.8~H22】 
（ 同 左 ） 
 
 

 ２９５  
 
 

○退職手当の減額【H20.8~当分の間】 
（知事△50%、副知事△20%、教育長･水道企業
管理者△15%、指定職△10%、その他一般職
△5%） 

○退職勧奨及び加算措置の廃止【H20.8~】 

 ５４ 
   
  
 

 ２６ 

○退職手当の減額【H20.8~当分の間】 
（ 同 左 ） 
 
 
○退職勧奨及び加算措置の廃止【H20.8~】 

   ５４ 
 
 
 

   ２６ 

○退職手当の減額【H20.8~当分の間】 
（ 同 左 ） 
 
 
○退職勧奨及び加算措置の廃止【H20.8~】 

 ５４ 
  
 
 

  ２６ 

○住居手当（持家）見直し【H20.8~】 
○通勤手当（交通用具）見直し【H20.8~】 
○旅費制度見直し【H20.8~】 

  １１ 
    １ 
  １２ 

○住居手当（持家）見直し【H20.8~】 
○通勤手当（交通用具）見直し【H20.8~】 
○旅費制度見直し【H20.8~】 

   １６ 
     １ 
   １８ 

○住居手当（持家）見直し【H20.8~】 
○通勤手当（交通用具）見直し【H20.8~】 
○旅費制度見直し【H20.8~】 

  １６ 
    １ 
  １８ 

○互助会等補助金の全額削減【20年度~】 
○非常勤職員雇用単価見直し【H20.8~】 
 

  １７ 
  １３ 

 

○互助会等補助金の全額削減【20年度~】 
○非常勤職員雇用単価見直し【H20.8~】 
○休職制度（休職給）等の見直し 

   １７ 
   ２６ 
     ７ 

○互助会等補助金の全額削減【20年度~】 
○非常勤職員雇用単価見直し【H20.8~】 
○休職制度（休職給）等の見直し 

  １７ 
  ２６ 
   ７ 

  ○義務教育等教員特別手当等見直し【H21.4~】    １０     ○義務教育等教員特別手当等見直し【H21.4~】   ２４ 
○事務事業の見直し【対象：全事業、うち主要
検討事業 38項目】 

※全事業を性質別など 2,880項目に区分の上、
見直しを実施。 

（方向性：H20 廃止 374 項目、H21 廃止 499
項目） 

２１６ ○事務事業の見直し 
 
（ 同 左 ） 

 ２７５ ○事務事業の見直し 
 
（ 同 左 ） 

３１０ 

○建設事業の縮減 
（一般財源ベースで原則 2割程度縮減） 

   ７５ ○建設事業の縮減 
（ 同 左 ） 

  ８３ ○建設事業の縮減 
（ 同 左 ） 

 ８１ 

○公の施設見直し【対象：28施設】 
（方向性：廃止 6、民営化 3、地元連携強化 5、
集約・多機能化 2、運営抜本的見直し 3、移
転 1、大幅ｺｽﾄ縮減 7、機能縮小 1） 

    ４ ○公の施設見直し【対象：28施設】 
（方向性： 同 左 ） 

    ６ ○公の施設見直し【対象：28施設】 
（方向性：廃止 6、民営化 2、地元連携強化 5、
集約･多機能化 2、運営抜本的見直し 3、大幅ｺ
ｽﾄ縮減 9、機能縮小 1） 

  １０ 

○出資法人見直し【対象：44法人】 
（方向性：廃止･撤退等 5、統合 3、民営化 5、
自立化 18、存続 11） 

  ２４ ○出資法人見直し【対象：43法人】 
（方向性： 同 左 ） 

   ３５ ○出資法人見直し【対象：43法人】 
（方向性：廃止･撤退等 4、統合 3、民営化 5、自
立化 22、存続 9） 

  ３９ 

○主要プロジェクトの点検【対象：9事業】  ○主要プロジェクトの点検【対象：9事業】  ○主要プロジェクトの点検【対象：9事業】  

（ 小  計 ）  （６４８） （ 小  計 ）  （８６９） （ 小  計 ） （９２４） 
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（２）歳 入 

 
 
○府有財産の売却 
○自動販売機設置の公募実施 
 

 
    

 ７４ 
     ３ 

 
 
○府有財産の売却 
○自動販売機設置の公募実施 
○府有財産使用料・貸付料の減免見直し 

 
   

  ９３ 
    ５ 
   ３ 

 
 
○自動販売機設置の公募実施 
○府有財産使用料・貸付料の減免見直し 

  
     

    ４  

    ３ 

      ○使用料・手数料の改定等      １ ○使用料・手数料の改定等      １ 
○出資法人からの歳入確保    １４ ○出資法人からの歳入確保      ７ ○出資法人からの歳入確保      ７ 
○基金の活用（府営住宅整備基金等）    ５０ ○基金の活用（公共施設等整備基金等）    ３１ ○基金の活用（公共施設等整備基金等）      ９ 
○義務教育費国庫負担金の受入増      ３ ○義務教育費国庫負担金の受入増      ５ ○義務教育費国庫負担金の受入増      １ 
○市町村施設整備貸付金の繰上償還 
○退職手当債の発行 
○単年度黒字財源の活用 

 １００ 
 １８５ 
  １４ 

         

（ 小  計 ）  （４４３） （ 小  計 ）   （１４５） （ 小  計 ）   （２５） 
 （ 合  計 ） (１，０９１) （ 合  計 ） (１，０１４) （ 合  計 ） （９４９） 

備 考 
※H23.2財政再建プログラム（案）改革工程表参照 
※「事務事業の見直し」の項目数は、財政再建プログラム（案）資料（事務事業）の総括表参照 
※「公の施設見直し、出資法人見直し、主要プロジェクトの点検」の対象・方向性は、H20.9~H22.9財政ノート参照 
※効果額は各年度最終予算額ベースで算定したもの 

 
 
【（参考）H20～H22 職員数】※上記の「職員数の削減」と下記「前年度比」欄は一致しない。 
項目 ／ 年度 平 成 ２０ 年 度 平 成 ２１ 年 度 平 成 ２２ 年 度 

職員数 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 

 
 一般行政部門 １０，２９８人 （－１８６人） ９，７３４人     （－５６４人）   ９，３００人 （－４３４人） 

教 育 部 門 ５２，３８０人 （－ ４６人） ５１，９６６人      （－４１４人） ５１，８５５人 （－１１１人） 

【 小 計 】 ６２，６７８人 （－２３２人） ６１，７００人      （－９７８人） ６１，１５５人 （－５４５人） 

警 察 部 門 ２２，８９１人 （＋ ９６人） ２２，８６５人      （－ ２６人） ２２，９５７人 （＋ ９２人） 

【 合  計 】 ８５，５６９人 （－１３６人） ８４，５６５人 （－１，００４人） ８４，１１２人 （－４５３人） 
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○財政構造改革プラン（案）（H22.10） 
【H23～H25取組実績（一般財源ベース）】 
項目 ／ 年度 平 成 ２３ 年 度 平 成 ２４ 年 度 平 成 ２５ 年 度 
１ 行革取組 主 な 取 組 内 容 効果額 

（億円） 主 な 取 組 内 容 効果額 
（億円） 

主 な 取 組 内 容 
 

効果額 
（億円） 

 

（１）歳 出 

（参考） 
・一般行政部門職員数削減（H23当初△139人） 
別途、水道部廃止により△453人 

（H22～H26の 5年間で H21当初比△900人
を目指す）※効果額に含まない 

 
－ 

（参考） 
・一般行政部門職員数削減(H24当初△265人） 
別途、試験研究機関の独法化により△239人 
（H22～H26の 5年間で H21当初比△900人を
目指す）※効果額に含まない 

 
－ 

（参考） 
・一般行政部門職員数削減(H25当初△244人） 

※H22～H25計△962人 
（H22～H26の 5年間で H21当初比△900人を
目指す）※効果額に含まない 

 
－ 

○給料月額の時限的カット継続【H23~H25】 
【知事等】知事△30%、副知事△20%、教育長
△18% ほか【職員】部長級△14%、管理職
△11.5%、管理職以外△9~△3% ほか 

２７０ ○給料月額の時限的カット継続【H23~H25】
（ 同 左 ） 

２７０ ○給料月額の時限的カット継続【H23~H25】
（ 同 左 ） 

２７０ 

○事務事業の見直し【対象：221事業】 
・他府県比較を行った約 400事業のうち、法令
義務負担などを除き評価･点検を実施 

（方向性：継続 95、課題付き継続 81事業、見
直し 41、廃止 4） 

○主要分析事業【対象：10事業】 
・約 400事業のうち財政構造への影響の大きさ
を踏まえ、より掘り下げて分析を実施 

 ７８ 
 
 
 
 

  ９ 

○事務事業の見直し【対象：221事業】 
・他府県比較を行った約 400事業のうち、法令義
務負担などを除き評価･点検を実施 
（方向性：継続 95、課題付き継続 81事業、見直
し 41、廃止 4） 
○主要分析事業【対象：10事業】 
・約 400事業のうち財政構造への影響の大きさを
踏まえ、より掘り下げて分析を実施 

  １０１ 
 
 
 
 

  ９ 

○事務事業の見直し【対象：221事業】 
・他府県比較を行った約 400事業のうち、法令義
務負担などを除き評価･点検を実施 

（方向性：継続 95、課題付き継続 81事業、見直
し 41、廃止 4） 

○主要分析事業【対象：10事業】 
・約 400事業のうち財政構造への影響の大きさを
踏まえ、より掘り下げて分析を実施 

  １１０ 
 
 
 
 

  ９ 

○公の施設見直し（対象：24施設） 
（方向性：廃止 4、抜本的なあり方検討 11、 
地元連携強化・運営効率化等 9） 

  ６ ○公の施設見直し（対象：24施設） 
（方向性：廃止 4、抜本的なあり方検討 11、 
地元連携強化・運営効率化等 9） 

  ８ ○公の施設見直し（対象：24施設） 
（方向性：廃止 4、抜本的なあり方検討 11、 
地元連携強化・運営効率化等 9） 

  ９ 

○出資法人見直し 
（方向性：見直し具体化 11、国制度改正対応 3） 
○孫法人の点検、地方独立行政法人の導入 

  １ ○出資法人見直し 
（方向性：見直し具体化 11、国制度改正対応 3） 
○孫法人の点検、地方独立行政法人の導入 

  ３ ○出資法人見直し 
（方向性：見直し具体化 11、国制度改正対応 3） 
○孫法人の点検、地方独立行政法人の導入 

  ３ 

○主要事業の将来リスク点検【対象：7項目】 
・今後、新たな財政支出を伴い、財政収支に大
きな影響を及ぼす可能性のある項目 

  － ○主要事業の将来リスク点検【対象：7項目】 
・今後、新たな財政支出を伴い、財政収支に大き
な影響を及ぼす可能性のある項目 

  － ○主要事業の将来リスク点検【対象：7項目】 
・今後、新たな財政支出を伴い、財政収支に大き
な影響を及ぼす可能性のある項目 

  － 

（ 小  計 ） （３６４） （ 小  計 ） （３９１） （ 小  計 ） （４０１） 

（２）歳 入 

○府有財産の売却等上積み     ９ ○府有財産の売却等上積み   ４５ ○府有財産の売却等上積み  ５８  
○使用料・手数料見直し 
○財産使用料・貸付料見直し 

     
    １ 

○使用料・手数料見直し 
○財産使用料・貸付料見直し 

    １ 
 １ 

○使用料・手数料見直し 
○財産使用料・貸付料見直し 

    １ 
１ 

○基金の活用（府営住宅整備基金の活用）    ４ ○基金の活用（府営住宅整備基金の活用）    ７ ○基金の活用（府営住宅整備基金の活用） １９ 
○債権管理の強化対策（府税滞納債権の回収） ４３ ○債権管理の強化対策（府税滞納債権の回収） 

○その他債権回収（人権金融公社貸付金償還金） 
４１ 
１０ 

○債権管理の強化対策（府税滞納債権の回収） 
○その他債権回収（人権金融公社貸付金償還金） 

３９ 
 

○宝くじ収益金見直し（府への還元効果額） ７ ○宝くじ収益金見直し（府への還元効果額） ５ ○宝くじ収益金見直し（府への還元効果額）    ５ 

○国所管法人（㈶自治体国際化協会）からの 
積立金返還 

○公の施設納付金制度導入 

２ ○国所管法人（㈶自治体国際化協会）からの 
積立金返還 
○公の施設ネーミングライツ・納付金制度導入 

２ 
 
１ 

○国所管法人（㈶自治体国際化協会）からの 
積立金返還 

○公の施設ネーミングライツ・納付金制度導入等 

１ 
 
１ 

（ 小 計 ）   （６６） （ 小  計 ）   （１１３） （ 小  計 ） （１２５） 
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（３）予算編 
成における取 
組等 

 
○予算編成における取組み 

 
２０５ 

 
○予算編成における取組み 

 
１５５ ○予算編成における取組み １４５ 

（取組み主なもの）・部局長ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄによる要求精査・査定段階での精査・執行段階での収支改善分活用・財政調整基金等の活用・行革推進債の活用 
※効果額は予算編成における財源対策の内数 

（ 小  計 ） （２０５） （ 小  計 ） （１５５） （ 小  計 ） （１４５） 
 （ 合  計 ） （６３５） （ 合  計 ） （６５９） （ 合  計 ） （６７１） 

２ 国等への 
制度提言 

分  野 提 言 項 目 提 言 数 
23年 2月時点 24年 2月時点 25年 2月時点 26年 2月時点 

地方財政制度 ○地方交付税への対応  
○国と地方の役割分担を踏まえた権限・財源・責任の明確化 

(H22対象) 
2項目  2提言 

(H23対象) 
2項目  2提言 

(H24対象) 
2項目  2提言 

(H25対象) 
2項目  2提言 

社会保障制度 

○社会保障関係の基準財政需要額の充実 ○生活保護制度  
○国民健康保険制度 ○後期高齢者医療制度  
○介護保険制度 
○障害者自立支援法に基づく福祉サービス給付  
○公費負担医療制度 ○児童扶養手当 

(H22対象) 
8項目 19提言 

(H23対象) 
8項目 19提言 

(H24対象) 
8項目 19提言 

(H25対象) 
8項目  19提言 

その他の制度提言等 ○公営住宅  ○子ども手当  など (H22対象) 
10項目 13提言 

(H23対象) 
10項目 15提言 

(H24対象) 
10項目 16提言 

(H25対象) 
10項目  16提言 

【国等の対応に対する評価】 ×＝措置されず 
△＝一部措置されたが不十分 
○＝ほぼ提言どおり措置 
◎＝提言どおり措置 

(H22提言への対応評価) 
×： 26提言 
△：  8提言 
○： －提言 
◎： －提言 

(H23提言への対応評価) 
×： 22提言 
△： 11提言 
○： 1提言 
◎： 2提言 

(H24提言への対応評価) 
×： 19提言 
△： 15提言 
○： 1提言 
◎： 2提言 

(H25提言への対応評価) 
×： 17提言 
△： 17提言 
○： 1提言 
◎： 2提言 

備 考 

※財政構造改革プラン（案）≪平成 23年度から平成 25年度までの取組み実績≫改革工程表参照 
※効果額は最終予算額ベースで算定したもの 
※「予算編成における取組み」による目標額は、改革ﾌﾟﾗﾝ策定時の財源不足額－改革ﾌﾟﾗﾝ個別取組項目の効果額積上げ＝目標額（収支差）となっています。 
  毎年、府政運営の基本方針の策定段階や予算編成過程を通じて、税収や地方財政対策の動向などを踏まえ、歳入の確保や歳出の見直しなど歳入歳出全般にわたる一層の 
  精査・点検を実施したもので、収支均衡予算を編成したことをもって、計画通りの取組みを実施したこととしています。 
※「提言への対応評価」は、府の提言に対する国の対応状況を評価したもの 

 
【（参考）H23～H25 職員数】※上記の「人員の削減」と下記「前年度比」欄は一致しない。 
項目 ／ 年度 平 成 ２３ 年 度 平 成 ２４ 年 度 平 成 ２５ 年 度 

職員数 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 
 
 一般行政部門 ８，５４６人 （－７５４人） ８，１７５人 （－３７１人） ７，９２５人 （－２５０人） 

教 育 部 門 ５１，８９１人 （＋ ３６人） ５１，７４４人 （－１４７人） ５１，０５６人 （ー６８８人） 
（ 小 計 ） ６０，４３７人 （－７１８人） ５９，９１９人 （－５１８人） ５８，９８１人 （－９３８人） 
警 察 部 門 ２３，０９２人 （＋１３５人） ２３，１７２人 （＋ ８０人） ２３，２０２人 （＋ ３０人） 
（ 合  計 ） ８３，５２９人 （－５８３人） ８３，０９１人 （－４３８人） ８２，１８３人 （ー９０８人） 

備 考 （参考）・H23.4大阪広域水道企業団へ水道事業を移管 
・公立大学法人大阪府立大学へ H23.4府立工業高専を移管 

（参考）・H24.4産業技術総合研究所、環境農林水産総合研究所
を地方独立行政法人化  
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７ 行財政計画の策定時点に試算した財政推計及び 
健全財政の確保に向けた取組み【計画別】 

 
 

（１）行財政改革推進プラン（案）平成 27年 2月・・・・・・・・・・・・・・・・ ５５ 
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（１）行財政改革推進プラン（案）平成２７年２月 
 
【 特     徴 】 
「財政再建プログラム（案）」（平成 20～22年度）や「財政構造改革プラン（案）」（平成 23～25年度）では、粗い試算における要対応額を「目標額」として設定し、

個別の事務事業の改革の効果を積み上げて「効果額」を算定し、実績を示してきました。 
こうした過去の取組みにおいて、徹底した行財政改革を推進してきたことから、特定の事務事業や組織・人事上の課題については、見直しを行う余地が少ないため

「行財政改革推進プラン（案）」（平成 27～29年度）では、「財政構造改革プラン（案）」等と同様の手法は取らず、具体的な改革の取組みとあわせて、要対応額からど

れだけ改善できるかを「取組額」として示す内容としています。 
要対応額には、個別の事業見直し等の取組みとあわせ毎年度の予算編成における取組みを通じ対応するという手法を取っており、最終決算額が本プラン案の「成果」

となります。 
 
 
 
【①－１ 財政推計の前提条件】※「財政状況に関する中長期試算（粗い試算）平成 26年 2月版」参照 

 
◎推計期間：H27年度～46年度  ◎推計ベース：H26年度当初予算を基本として推計 
【 歳 出 】  

 
 
 
 
【 歳 入 】 
○府  税 
 
 
○交付税等 
 
○一般歳入 
 
 
○特定財源 

考えられる事業については、原則として H30年度まで個別に積み上げを行った。
（H31年度以降は、原則として H30年度と同額） 
 
 
・「中長期の経済財政に関する試算」（H26年 1月内閣府）で想定されている参考
ケースにおける名目GDP成長率より見込む。消費税は27年10月から税率10%
になるものとして、法人二税の超過課税については継続と仮定した上で試算。 

・府税、社会保障関係経費及び公債費の推計を反映。消費税増税分は基準財政収
入額に 100%算入。臨時財政対策債は推計期間中毎年度発行を見込んだ。 

・税関連歳入については府税の伸びに連動、財政収支への影響が大きいと考えら
れる一般歳入については、原則として H30 年度まで個別に積上げを行った。
（H31年度以降は、原則として H30年度と同額） 
・現行制度をベースに歳出連動とした。 

○人件費 
 

・現時点での定数削減計画を反映。 
 給与の特例減額（H26年度 50億円）について、H27年度は見込まず。 

○社会保障関係 
 費 
 
 
 
○公債費 
 
 
 
○税関連歳出 
○その他 

・現制度下における社会保障関係経費を推計。これまでの実績を基に
H29年度までを推計、H30年度以降は H29年度と同額とした。消費
税増税に伴う社会保障充実分は、制度が不明のため H27年度以降の増
を見込まず。（社会保障の充実に係る地方負担分は、交付税の基準財
政需要額に 100%算入） 

・「中長期の経済財政に関する試算」（H26年 1月内閣府）で想定されて
いる参考ケースにおける名目長期金利より見込む。H24年 7月版で行
った公債費平準化は、臨時財政対策債は H28年度発行分までを織り込
み時点修正。 
・府税収入の見込み額から推計した。 
・事業費が大きい又はその変動が大きく、財政収支への影響が大きいと ○その他 ・財政調整基金の活用を見込まず。 
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【①－２ 財政推計（平成２６年２月試算）】※「財政状況に関する中長期試算（粗い試算）平成 26年 2月版」参照 

※府税伸び率 … H27：＋3.3％、H28：＋2.0％、H29：＋2.2％ H30：＋1.7％、H31～36：＋1.8％、H37以降：±0％ 
※金利設定 … H27：1.5％、H28：1.9％、H29～31：2.1％、H32～33：2.7％、H34：3.0％、H35以降：3.1％                            （単位：億円） 

年  度 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 

歳 
 
出 

人件費 8,382 8,280 8,200 8,060 7,960 7,890 7,830 7,760 7,710 7,670 7,650 7,650 7,630 7,610 7,600 7,570 7,550 

 退職手当 
退職手当以外 

869 800 770 700 680 660 650 630 620 610 600 610 610 610 620 620 630 
7,513 7,480 7,430 7,360 7,280 7,230 7,180 7,130 7,090 7,060 7,050 7,040 7,020 7,000 6,980 6,950 6,920 

社会保障関係経費 3,988 4,140 4,310 4,470 4,470 4,470 4,470 4,470 4,470 4,470 4,470 4,470 4,470 4,470 4,470 4,470 4,470 
公債費 3,162 3,330 3,440 3,440 3,660 3,760 3,870 3,960 4,070 4,160 4,240 4,300 4,380 4,300 4,550 4,520 4,410 
税関連歳出 4,626 6,500 8,020 8,560 8,700 8,860 9,020 9,180 9,350 9,520 9,690 9,690 9,690 9,690 9,690 9,690 9,690 
投資的経費 2,031 1,980 1,900 1,850 1,710 1,710 1,710 1,710 1,710 1,710 1,710 1,710 1,710 1,710 1,710 1,710 1,710 

 公共 
単独 

1,260 1,250 1,210 1,190 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120 
771 730 690 660 590 590 590 590 590 590 590 590 590 590 590 590 590 

一般施策経費 8,244 8,540 8,590 8,300 8,250 8,120 8,120 8,120 8,120 8,220 8,210 8,120 8,120 8,120 8,120 8,120 8,120 
（歳出合計） 30,433 32,770 34,460 34,680 34,750 34,810 35,020 35,200 35,430 35,750 35,970 35,940 36,000 35,900 36,140 36,080 35,950 

歳 
 
入 

府税・地方法人特別譲与税 13,235 14,860 16,280 16,910 17,190 17,490 17,790 18,100 18,410 18,730 19,040 19,040 19,040 19,040 19,040 19,040 19,040 
交付税等（臨財債､減収補填債含む） 5,383 4,910 4,470 4,460 4,360 4,230 4,090 3,910 3,750 3,550 3,360 3,300 3,350 3,390 3,400 3,380 3,320 
一般歳入 2,466 3,350 4,100 4,370 4,430 4,500 4,570 4,650 4,720 4,800 4,880 4,880 4,880 4,880 4,880 4,880 4,880 
 税関連歳入 
その他一般歳入 

2,036 2,960 3,720 3,980 4,050 4,120 4,190 4,270 4,340 4,420 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 
430 390 380 390 380 380 380 380 380 380 380 380 380 380 380 380 380 

特定財源 9,094 9,200 9,300 9,020 8,820 8,670 8,660 8,650 8,650 8,630 8,630 8,610 8,600 8,600 8,610 8,600 8,600 

 
国庫支出金 
府債（通常債） 
貸付金償還金等 

2,422 2,430 2,410 2,390 2,340 2,330 2,320 2,310 2,310 2,300 2,300 2,300 2,290 2,290 2,300 2,290 2,290 
843 900 1,120 810 700 700 700 700 700 700 700 700 700 700 700 700 700 

5,829 5,870 5,770 5,820 5,780 5,640 5,640 5,640 5,640 5,630 5,630 5,610 5,610 5,610 5,610 5,610 5,610 
（歳入合計） 30,178 32,320 34,150 34,760 34,800 34,890 35,110 35,310 35,530 35,710 35,910 35,830 35,870 35,910 35,930 35,900 35,840 

単年度財源不足額（歳入－歳出） A ▲ 255 ▲ 450 ▲ 310 80 50 80 90 110 100 ▲ 40 ▲ 60 ▲ 110 ▲ 130 10 ▲ 210 ▲ 180 ▲ 110 

 
実質公債費比率 19.7% 20.5% 22.4% 22.4% 22.3% 20.9% 20.1% 20.0% 21.2% 22.6% 24.0% 24.4% 23.5% 21.7% 20.4% 19.8% 19.3% 

減債基金復元積立額（H26と同額）   B 280 280 280 280 280 280 280 280 280 280 280 100 － － － － － 

要対応額（A＋B）         C 535 730 590 200 230 200 190 170 180 320 340 210 130 － 210 180 110 

上記復元積立後の実質公債費比率 19.7% 20.5% 22.4% 22.2% 21.9% 20.3% 19.1% 18.7% 19.5% 20.2% 20.5% 19.6% 17.5% 15.2% 13.8% 13.0% 12.0% 
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【① －２ 財政推計（平成２６年２月試算）】※つづき 

年  度 43 44 45 46 

歳 
 
出 

人件費 7,520 7,490 7,450 7,420 

 退職手当 
退職手当以外 

630 620 620 630 
6,890 6,870 6,830 6,790 

社会保障関係経費 4,470 4,470 4,470 4,470 
公債費 4,620 4,000 3,840 3,640 
税関連歳出 9,690 9,690 9,690 9,690 
投資的経費 1,710 1,710 1,710 1,710 

 公共 
単独 

1,120 1,120 1,120 1,120 
590 590 590 590 

一般施策経費 8,120 8,120 8,120 8,120 
（歳出合計） 36,130 35,480 35,280 35,050 

歳 
 
入 

府税・地方法人特別譲与税 19,040 19,040 19,040 19,040 
交付税等（臨財債､減収補填債含む） 3,270 3,230 3,190 3,130 
一般歳入 4,880 4,880 4,880 4,880 
 税関連歳入 
その他一般歳入 

4,500 4,500 4,500 4,500 
380 380 380 380 

特定財源 8,590 8,590 8,580 8,580 

 
国庫支出金 
府債（通常債） 
貸付金償還金等 

2,280 2,280 2,270 2,270 
700 700 700 700 

5,610 5,610 5,610 5,610 
（歳入合計） 35,780 35,740 35,690 35,630 

単年度財源不足額（歳入－歳出） A ▲ 350 260 410 580 
 
実質公債費比率 18.1% 16.2% 13.1% 10.9% 

減債基金復元積立額（H26と同額）   B － － － － 

要対応額（A＋B）         C 350 － － － 

上記復元積立後の実質公債費比率 10.4% 8.8% 7.4% 6.9% 

 

○ 直面する 3年間（平成 27～29年度）の要対応額【再掲】（単位：億円） 

年  度 27 28 29 
要対応額 730 590 200 

 

【②－１ 府の取組み（取組額）】※行財政改革推進プラン（案）平成 27年 2月 P76参照 

年  度 27 28 29 
歳入歳出に係る取組み ※1       
 事業規模等の精査 23 55 81 
歳入確保 102 23 17 
府有財産の活用と売却 

  （粗い試算【H26.2版】での見込み額上乗せ分） 
16 10 5 

  個人府民税の徴収向上策の推進 3 3 3 
  府税収入の確保 18 10 9 
  その他 65   

公債費の平準化 50  ▲50 
小     計 175 78 48 

制度改正に係る取組み    

 給与制度の総合的見直し（即時実施分）※2 111 105 75 
合     計 286 183 123 

※1 今後の歳入歳出改革の取組み等により変動する可能性がある。 

※2 H27.1時点の見込み。毎年度の府人事委員会勧告等により変動する可能性がある。 

 
・給与制度の総合的見直しの実施（即時実施分） 

平成 27 年度から給料表の改定（平均 2.0％引下げ）に際し、国や府人事委員会の勧告と異なり、経過措
置を設けず直ちに引下げることにより、歳出を削減。 
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【②－２ 今後の収支不足への対応】※行財政改革推進プラン（案）平成 27年 2月 P77参照 

これまでの改革の視点と取組みを継承しつつ、事務事業の徹底した精査・見直しに取り組むとともに、さらなる歳入確保に努めること等により、要対応額の縮減を図る。 

その上で、毎年の税収動向や、地方財政対策などを見極めながら、予算編成における取組み等を通じて的確に対応。 

 

 

【③ 健全財政に向けた中長期での取組み】※行財政改革推進プラン（案）平成 27年 2月 P82～83参照 

・減債基金積立不足額の計画的解消 

10年以内（平成 36年度まで）に減債基金積立不足額の計画的な解消 ※減債基金積立不足額（平成 27年度末見込み） 2,502億円 

・府債の適切な管理 

・将来世代に負担を先送りしない財政運営 

・歳入（財源）の確保 

・財政調整基金の確保 

財政運営基本条例に基づく目標額（平成 36年度末までに 1,450億円）の達成に向け、着実に積立 ※財政調整基金残高（平成 27年度末見込み） 833億円 
 
 
【（参考）H27～Ｈ28 職員数】※上記の「人員の削減」と下記「前年度比」欄は一致しない。 
項目 ／ 年度 平 成 ２７ 年 度 平 成 ２８ 年 度 平 成 ２９ 年 度（公表後記載予定） 

職員数 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 4/1現在人数 前年度比 
 
 一般行政部門 ７，８４６人 （－ ７４人） ７，８３５人 （－ １１人）       人 （    人） 

教 育 部 門 ５１，７４５人 （＋４１５人） ５２，２００人 （＋４５５人）       人 （    人） 
（ 小 計 ） ５９，５９１人 （＋３４１人） ６０，０３５人 （＋４４４人）       人 （    人） 
警 察 部 門 ２３，３１６人 （＋ ８３人） ２３，３５２人 （＋ ３６人）       人 （    人） 
（ 合  計 ） ８２，９０７人 （＋４２４人） ８３，３８７人 （＋４８０人）       人 （    人） 

備 考    
 
 


